
４．豊かで活力のあるまちづくり

（まちづくり基本条例第７条）



１．事業名等

会計 1

款 6

7 条 項 1

1 目 2

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

【主な事業内容】

1 消耗品費（産業観光課全般）

2 修繕費（車輛等）

3 通信費（産業観光課全般）

4 複写機賃借料（産業観光課）長期継続契約

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

413413 一般財源 413 一般財源 863 一般財源

その他 1111 その他 11 その他 11

457 一般財源 0 一般財源

その他その他 10 その他 10 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

県支出金

地方債 地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

一般財源 - 673 一般財源

県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債 地方債

874 事　業　費 424

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

事　業　費 424 事　業　費 424 事　業　費事　業　費 - 683 事　業　費 467 事　業　費

県支出金

補助率 3 年度決算 4

令和７年度計画 令和８年度計画

（１）産業観光課全般の事務
運営事業（公用車2台の車
検あり）

（１）産業観光課全般の事務
運営事業
（２）複写機賃貸借契約（前
回5年長期継続契約）

（１）産業観光課全般の事務
運営事業（公用車2台の車
検あり）

（１）産業観光課全般の事務
運営事業

年度計画 年度計画 年度計画年度決算 次 年度繰越 年度当初予算

根拠法令等 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

・引き続き、適正かつ効率的な事務運営に努める。

・令和６年度予算より事業番号８０農業振興事務運営事業に統合する。

令和６年度計画

左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 年度　～　 年度 総事業費

対象（何、誰のために） 農林漁業・商工観光従事者

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

産業観光課の円滑な事務事業運営のため

事業の内容 ・産業観光課全般の業務補助

国土強靱化地域計画位置付の要否 否

予
算
科
目

一般会計

担当係 農林水産係 農業水産業費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

５．令和４年度事業の課題

事業名 農業事務運営事業 事業種別

特になし担当課 産業観光課 課長名 玉那覇　勝也

農業総務費

事業コード 390

農業費

施政方針 農業の振興

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 6

7 章 項 1

1 目 3

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

【ミバエ地上防除委託事業】 【町生活研究会】

・活動内容

回 千円 回 千円 　（1）技術研修会及び講習会の開催

【農業施設設置補助事業】   （2）情報及び技術交換会の開催

　（3）関係機関及び他団体との連携に関すること

件 千円 件 千円 　（4）食育活動に関すること

【農薬購入補助事業】   （5）その他、目的達成のために必要となる事業

件 千円 件 千円 【西原農業振興地域整備計画全体見直し

【荒廃農地利活用促進事業】 業務委託】

　令和4年度　3,014,000円

件 千円 件 千円

【農地中間管理機構を活用した実績】 【財政援助団体への支援】

※JA野菜部会補助金・・・・・120千円

※JA花卉部会補助金・・・・・30千円

※町生活研究会補助金・・・・・343千円

※　希望者数は借受希望申込者の合計

※　集積面積は、沖縄県農政経済課資料からの引用

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

3,8567,439 一般財源 3,856 一般財源 3,856 一般財源

その他 1,2703,220 その他 1,270 その他 1,270

6,135 一般財源 1,796 一般財源

その他その他 その他 1,270 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

県支出金 946

地方債 地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 523 県支出金 662

一般財源 - 4,131 一般財源

県支出金 946 財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 946 県支出金 946

地方債 地方債

6,072 事　業　費 6,072

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

1,796 事　業　費 11,605 事　業　費 6,072 事　業　費事　業　費 - 4,654 事　業　費 8,067 事　業　費

県支出金

年度計画 年度計画 年度計画年度決算 次 年度繰越 年度当初予算

4 462

補助率 3 年度決算 4

令和３年度 令和４年度

12 485 12 477

令和３年度 令和４年度

0 0 1 342

令和２年度 令和３年度 令和４年度

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

（１）農業振興推進協議会
（2）経営・生産対策推進会
議（人・農地プラン検討会）
（３）ミバエ地上防除
（４）農業共済補助
（５）担い手総合支援事業
（６）農業生産振興補助金
（７）生活研究会補助
（８）ＪＡ部会補助
（９）農地中間管理事業
（10）西原農業振興地域整
備計画全体見直し業務委託
（おおむね５年に１度）

（１）農業振興推進協議会
（2）経営・生産対策推進会
議（人・農地プラン検討会）
（３）ミバエ地上防除
（４）農業共済補助
（５）担い手総合支援事業
（６）農業生産振興補助金
（７）生活研究会補助
（８）ＪＡ部会補助
（９）農地中間管理事業

（１）農業振興推進協議会
（2）経営・生産対策推進会
議（地域計画検討会）
（３）ミバエ地上防除
（４）農業共済補助
（５）担い手総合支援事業
（６）農業生産振興補助金
（７）生活研究会補助
（８）ＪＡ部会補助
（９）農地中間管理事業

（１）農業振興推進協議会
（2）経営・生産対策推進会
議（地域計画検討会）
（３）ミバエ地上防除
（４）農業共済補助
（５）担い手総合支援事業
（６）農業生産振興補助金
（７）生活研究会補助
（８）ＪＡ部会補助
（９）農地中間管理事業

根拠法令等 関連計画等 西原農業振興地域整備計画

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

・令和2年12月に農水産物流通・加工・観光拠点施設（愛称：西原さわふじマルシェ）が開業
されており、農業振興に今後も力を入れていく必要があるため農業用水の確保等、振興策
について積極的に取り組む。
・耕作放棄地対策に関しては今後も継続して実施する必要がある。このため中間管理事業
を活用し配置している農地調整員と連携を図り、耕作放棄地対策及び農地あっせんについ
ても継続して取り組んでいく。
・引き続き、機構を活用した集積面積：年3㏊（ﾍｸﾀｰﾙ）を目標に取組む。

令和３年度 令和４年度

0 0 0 0

令和３年度 令和４年度

4 318

総事業費

農業振興費

対象（何、誰のために） 農産物生産者及び消費者

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

農産物の生産拡大を図るために、生産者への支援を行い農業振興に努める。

事業の内容

①農業振興推進委員報酬     ⑤各種団体への補助事業
②ミバエ地上防除委託事業   ⑥農地中間管理事業業務
③農業施設設置補助事業
④農薬購入補助事業

国土強靱化地域計画位置付の要否 否

予
算
科
目

一般会計

担当係 農林水産係 農林水産業費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

５．令和４年度事業の課題

事業名 農業振興事務運営事業 事業種別

・耕作放棄地対策に関しては今後も継続して実施する必要がある。
・青年層の新規就農者がなかなかおらず、また、新規就農者自体も少ないことが課題となっている。
・令和４年度は肥料・飼料価格高騰のため支援補助を実施したが、肥料については価格高騰分の額が年度内に確定
せず繰越となった。

担当課 産業観光課 課長名 玉那覇　勝也

農用地借受希望者数（人） 28 18 27

機構を活用した集積面積
（ha）

3.4 5.4 3.7

事業コード 80

農業費

施政方針 農業の振興

左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 年度　～　 年度

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 6

7 条 項 1

1 目 1

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

【農地法に基づく農地の権利移動等の事務処理状況】

件 ㎡

件 ㎡

件 ㎡

件 ㎡

件 ㎡

【農地パトロール及び利用状況調査等】

・町内全農地の利用状況調査（約8,000筆）

・違反転用等の指導

・遊休農地所有者への中間管理機構への貸付誘導 等

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

事業コード 78

農業費

施政方針 農業の振興

予
算
科
目

一般会計

担当係 庶務係（農業委員会） 農業水産業費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

５．令和４年度事業の課題

事業名 農業委員会事務運営事業 事業種別

　町内全農地の利用状況調査を行っているが、多くの違反転用や遊休農地が見受けられる。農地の適正な利用を促
すため、指導を行う必要がある。

担当課 産業観光課 課長名 玉那覇　勝也

農業委員会費

３．令和 ４ 年度の実績・成果

対象（何、誰のために） 農業従事者等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

農業委員会の円滑な運営

事業の内容 農地又は農政に関するもの

国土強靱化地域計画位置付の要否

事業期間 年度　～　 年度 総事業費

根拠法令等 農地法 関連計画等

令和５年度計画

　農地法に基づく、農地の権利移動、利用状況を適切に把握し、委員としての役割を果たす
ことが重要。令和5年度は農業委員及び農地利用最適化推進委員の改選を迎えるため、新
体制への移行をスムーズに行いたい。また、農地利用の見込みがない農地については非農
地判断を行い、農地台帳の整理に取り組んでいく必要がある。

区分 令和４年度

28 12,478

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

農地又は農政に関するもの 農地又は農政に関するもの 農地又は農政に関するもの 農地又は農政に関するもの3条 許可申請 12 17,353

左記計画に基づく取組の交付金等名称

3 年度決算 4 年度決算

4条
転用届出 7 3,293

転用許可申請 5 1,621

5条
転用届出 37 11,398

転用許可申請

年度計画 年度計画

事　業　費 - 18,420 事　業　費 19,766 事　業　費

次 年度繰越 年度当初予算 年度計画

19,702 事　業　費 19,78420,956 事　業　費 19,702 事　業　費

補助率

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金 0

事　業　費

県支出金

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

10,668 一般財源 0 一般財源

その他 242 その他 267 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 8,731 県支出金 8,731

地方債 地方債 0 地方債 地方債

財
源
内
訳

県支出金 8,731 県支出金 8,831

一般財源 - 9,447 一般財源

県支出金 8,731

地方債

その他

財
源
内
訳

10,81111,977 一般財源 10,729 一般財源 10,729 一般財源

その他 242248 その他 242 その他 242

地方債

県支出金 8,731

国庫支出金

地方債

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続

192



１．事業名等

会計 1

款 6

7 条 項 1

1 目 4

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

【種畜購入補助事業】

2 頭 455 千円 2 頭 455 千円

【子牛生産奨励助成事業】

頭 千円 頭 千円

【財政援助団体への支援】

※町畜産組合補助金・・・・・104千円

※町山羊生産部会補助金・・・・・50千円

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

2,400

その他 その他

地方債 地方債 地方債

一般財源 1,637 一般財源 1,637一般財源 0 一般財源 1,537 一般財源 1,637

2,400

地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

1,559

その他 その他 その他その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金 1 県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 2,400 県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

一般財源 - 1,530 一般財源

その他

事　業　費 4,037 事　業　費 4,037 事　業　費 4,037

年度計画

事　業　費 - 1,530 事　業　費 1,560 事　業　費 事　業　費 1,537

年度当初予算 年度計画 年度計画4 年度決算

480 157 480

令和３年度 令和４年度

令和６年度計画

次 年度繰越補助率 3 年度決算

令和３年度 令和４年度

令和７年度計画 令和８年度計画

（1）農家の生産意欲の高め
るため、生産奨励補助金の
給付を継続
（2）感染症による畜産業の
衰退を防ぐ為、家畜予防接
種を
継続
（3）優良種畜の導し、子牛
の品質・生産性・収益性を向
上させるため、優良種畜導
入補助事業を継続
（4）中部地区人口受精セン
ターへの負担金より抑えた、
農家への補助制度を検討。

（1）農家の生産意欲の高め
るため、生産奨励補助金の
給付を継続
（2）感染症による畜産業の
衰退を防ぐ為、家畜予防接
種を
継続
（3）優良種畜の導し、子牛
の品質・生産性・収益性を向
上させるため、優良種畜導
入補助事業を継続
（4）中部地区人口受精セン
ターへの負担金より抑えた、
農家への補助制度を検討。
（5）町畜産共進会運営補助
金等を検討：43万5千円
（6）一括交付金を活用して
農業生産振興補助金（畜産
関連）を拡充

（1）農家の生産意欲の高め
るため、生産奨励補助金の
給付を継続
（2）感染症による畜産業の
衰退を防ぐ為、家畜予防接
種を
継続
（3）優良種畜の導し、子牛
の品質・生産性・収益性を向
上させるため、優良種畜導
入補助事業を継続
（4）中部地区人口受精セン
ターへの負担金より抑えた、
農家への補助制度を検討。
（5）町畜産共進会運営補助
金等を検討：43万5千円
（6）農業生産振興補助金の
畜産関連について、一括交
付金を検討

（1）農家の生産意欲の高め
るため、生産奨励補助金の
給付を継続
（2）感染症による畜産業の
衰退を防ぐ為、家畜予防接
種を
継続
（3）優良種畜の導し、子牛
の品質・生産性・収益性を向
上させるため、優良種畜導
入補助事業を継続
（4）中部地区人口受精セン
ターへの負担金より抑えた、
農家への補助制度を検討。
（5）町畜産共進会運営補助
金等を検討：43万5千円
（6）農業生産振興補助金の
畜産関連について、一括交
付金を検討

根拠法令等
①家畜伝染病予防法
②西原町種畜購入補助金交付規程
③西原町子牛生産奨励補助金交付規程

関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

①感染症による畜産業への影響は甚大であり、予防は重要である。継続した家畜防疫に対
する補助を行う。
②飼料高騰の影響で厳しい畜産経営を迫られていて、優良種畜の導入に伴う子牛の品質
向上は生産性・収益性の向上、ひいては畜産経営の改善につながるため、これに補助を行
う。
③全国的な肉用牛増産運動が展開される中、飼料高騰等の影響は続いており、農家の生
産意欲の高揚のため、生産を奨励する補助を行う。
④優良畜産農家の意欲と生産性向上を図るため町畜産共進会の再開を検討する。
⑤優良種畜の導入を促進するため一括交付金を活用して種畜購入補助等の拡充を検討す
る。

左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 年度　～　 年度 総事業費

130

対象（何、誰のために） 主要家畜（牛・豚・鶏）の生産農家

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

町の補助により畜産農家の経営支援を図る。

事業の内容
①家畜の伝染病を予防するため、豚・牛・鶏等の伝染病予防注射手数料を補助する。
②優良種畜の導入促進のため、種牛、種山羊等を導入した際、一頭につき３／５以内を補助する。
③肉用牛の増殖を図るため、子牛を生産した者に対し補助金を交付する。

国土強靱化地域計画位置付の要否 否

予
算
科
目

一般会計

担当係 農林水産係 農業水産業費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

５．令和４年度事業の課題

事業名 畜産事務運営事業 事業種別
以下の課題がある。
・肉用牛　飼育頭数360頭の維持
・山羊　　飼育頭数100頭への増頭
・採卵鶏　飼育羽数1,000羽への増羽※　各畜種における農家戸数の維持と増加
・豚熱（コレラ）再発防止に伴うワクチン接種

担当課 産業観光課 課長名 玉那覇　勝也

畜産業費

事業コード 81

農業費

施政方針 農業の振興

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 6

7 条 項 1

1 目 3

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

【ガイダー、ヤソ防除農薬代】

回 回

【株出さとうきび更新実績】

坪 坪 坪 坪

坪 坪

【さとうきび原苗圃・採苗圃設置実績】

ａ ａ ａ ａ ａ ａ

（単位：ｔ）

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

1,0681,068 一般財源 1,068 一般財源 1,068 一般財源

その他その他 その他

1,187 一般財源 0 一般財源

その他その他 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

県支出金 292

地方債 地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 276 県支出金 275

一般財源 - 1,353 一般財源

県支出金 292 財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 292 県支出金 292

地方債 地方債

1,360 事　業　費 1,360

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

事　業　費 1,360 事　業　費 1,360 事　業　費事　業　費 - 1,629 事　業　費 1,462 事　業　費

県支出金

年度計画 年度計画 年度計画年度決算 次 年度繰越 年度当初予算補助率 3 年度決算 4

令和２/令和３年期 令和３/令和４年期

さとうきび生産量 1,887 1,566

10 0 5 10 0 5

原苗圃 採苗圃 原苗圃 原苗圃 採苗圃 原苗圃

令和３年度 令和４年度

春　植 夏　植 春　植 夏　植

合計 33 10,765 合計 26 5,526

2 287千円

筆数 面積

30 8,949 3 1,816 24 5,176 2 350

筆数 面積 筆数 面積 筆数 面積

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

（1）さとうきび病害虫等被害
を抑える為、一斉防除の継
続
（2）沖縄県奨励品種の普及
（3）沖縄県奨励品種種苗配
布計画の見直しの検討

（1）さとうきび病害虫等被害
を抑える為、一斉防除の継
続
（2）沖縄県奨励品種の普及
（3）沖縄県奨励品種種苗配
布計画の見直しの検討

（1）さとうきび病害虫等被害
を抑える為、一斉防除の継
続
（2）沖縄県奨励品種の普及
（3）沖縄県奨励品種種苗配
布計画の見直しの検討

（1）さとうきび病害虫等被害
を抑える為、一斉防除の継
続
（2）沖縄県奨励品種の普及
（3）沖縄県奨励品種種苗配
布計画の見直しの検討

根拠法令等 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

①さとうきびは本町の重要な基幹作物であり、生産基盤の強化と生産の安定を図る必要が
ある。
②株出回数の増加や、旧品種の継続栽培に伴う減産、品質の低下を防ぐため、県の奨励品
種を安定供給するための原苗圃・採苗圃の設置と、古株の更新を促進する株出しさとうきび
更新の補助が必要である。
③病害虫の一斉防除農薬の無償配布については、さとうきび経営安定対策との関連で、さと
うきび増産のため引き続き無償配布が必要である。

令和３年度 令和４年度

春　植 夏　植 春　植 夏　植

令和３年度 令和４年度

2 332千円

左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 年度　～　 年度 総事業費

農業振興費

対象（何、誰のために） さとうきび農家

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

さとうきび農家の生産基盤の強化・安定のため。

事業の内容

さとうきび病害虫（害獣）のガイダー、野鼠の一斉防除のため、さとうきび農家に農薬を無償配布する。さとうき
びの生産の安定と品質の向上及び、新品種の普及促進を図るため、さとうきび原苗圃及び採苗圃を設置す
る。株出さとうきびの更新を奨励し、単収の増大と品質の向上を図るため、予算の範囲内で補助金を交付す
る。

国土強靱化地域計画位置付の要否

予
算
科
目

一般会計

担当係 農林水産係 農業水産業費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

５．令和４年度事業の課題

事業名 さとうきび振興事業 事業種別

農家の高齢化と担い手不足が深刻であるが、基幹作物であるサトウキビを守るため、現状の水準での補助が不可欠
である。前年度は台風被害や植え付け時の大雨被害があったので生産量が減少した。

担当課 産業観光課 課長名 玉那覇　勝也

事業コード 392

農業費

施政方針 農業の振興

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 6

7 条 項 1

1 目 3

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

認定新規就農者

令和４年度

● 農業次世代人材投資事業（経営開始型）

円 × 2 名 ＝ 円 前期分

円 × 2 名 ＝ 円 後期分

計 円

※対象者（継続２名）に対し、令和４年度分前期分を令和３年度に75万円づつ前倒し交付。

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

00 一般財源 0 一般財源 0 一般財源

その他その他 その他

0 一般財源 一般財源

その他その他 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

県支出金 2,400

地方債 地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 5,250 県支出金 1,500

一般財源 - 0 一般財源

県支出金 3,000 財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 3,000 県支出金 2,400

地方債 地方債

2,400 事　業　費 2,400

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

事　業　費 3,000 事　業　費 3,000 事　業　費事　業　費 - 5,250 事　業　費 1,500 事　業　費

県支出金

年度計画 年度計画 年度計画年度決算 次 年度繰越 年度当初予算

750,000 1,500,000

補助率 3 年度決算 4

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

（１）半年ごとの就農状況報
告の提出依頼
（２）ほ場（畑）の確認及び面
談
（３）資金の給付
（４）中間評価及び振り返り
評価の実施
（５）新規就農者の相談

※交付予定
継続　2名×1500千円
（一部、前年度前倒し交付）

（１）半年ごとの就農状況報
告の提出依頼
（２）ほ場（畑）の確認及び面
談
（３）資金の給付
（４）中間評価及び振り返り
評価の実施
（５）新規就農者の相談

※交付予定
継続　2名×1500千円

（１）半年ごとの就農状況報
告の提出依頼
（２）ほ場（畑）の確認及び面
談
（３）資金の給付
（４）中間評価及び振り返り
評価の実施
（５）新規就農者の相談

※交付予定
継続　2名×1200千円

（１）半年ごとの就農状況報
告の提出依頼
（２）ほ場（畑）の確認及び面
談
（３）資金の給付
（４）中間評価及び振り返り
評価の実施
（５）新規就農者の相談

※交付予定
継続　2名×1200千円

根拠法令等 西原町農業次世代人材投資事業資金交付要綱 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

令和３年度までに事業採択した担い手育成について、引き続き行っていく。
令和４年度以降採択者は、新規就農者育成総合対策において事業を執行していく。

1,500,000

継続 0 0

左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 年度　～　 年度 総事業費

農業振興費

対象（何、誰のために） 「西原町 人と農地プラン」に位置づけされている認定新規就農者（就農時45歳未満）

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

若い人の就農への意欲を高め、就農後も安心して農業を継続するため、経営が安定しない就農直後
の所得が確保できるよう、１人あたり年間上限150万円（最長5年間）を給付して支援する。

事業の内容 就農直後（5年以内）の青年新規就農者に対する給付金の給付を最長5年間、年間上限150万円を給付する。

国土強靱化地域計画位置付の要否 否

予
算
科
目

一般会計

担当係 農林水産係 農林水産業費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

５．令和４年度事業の課題

事業名 農業次世代人材投資事業（旧：青年就農給付金事業） 事業種別

特になし

担当課 産業観光課 課長名 玉那覇　勝也

事業コード 630

農業費

施政方針 農業の振興

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 6

7 条 項 1

1 目 3

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

廃止・休止

3 千円 完了

７．今後の事業計画

・事業内容 基金積み立て

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

根拠法令等 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

事業期間

西原町農水産物流通・
加工・観光拠点施設修

繕基金積立実績額

令和３年度 令和４年度

4,800,000 4,800,000

５．令和４年度事業の課題

一般財源 0 一般財源 0一般財源 0 一般財源 0 一般財源 0

その他 4,800 その他 4,800 その他 4,800その他 4,800

地方債 地方債 地方債

県支出金

国庫支出金

財
源
内
訳

財
源
内
訳

国庫支出金

一般財源 - 0 一般財源

4,800 その他

財
源
内
訳

事　業　費 4,800 事　業　費 4,800 事　業　費

地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

0

その他 その他

県支出金 県支出金 県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金財
源
内
訳

国庫支出金国庫支出金

4,800

年度計画

事　業　費 - 事　業　費 4,800 事　業　費 事　業　費 4,800

年度当初予算 年度計画 年度計画4 年度決算 次 年度繰越補助率 3 年度決算

令和７年度計画 令和８年度計画

基金積み立て 基金積み立て 基金積み立て 基金積み立て

総事業費

令和５年度計画 令和６年度計画

　積立金の使途についての方針・手順等について整理する。

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

西原町農水産物流通・加工・観光拠点施設において、指定管理者が施設の将来又は緊急
的な大規模な修繕のために必要な経費を毎年度町に納入する。

事業の内容
西原町農水産物流通・加工・観光拠点施設指定管理者業務仕様書により、「大規模修繕積立金4,800千円」
を毎年度積立てる。

国土強靱化地域計画位置付の要否 左記計画に基づく取組の交付金等名称

令和 年度　～　 年度

対象（何、誰のために） 西原町農水産物流通・加工・観光拠点施設

一般会計

担当係 農地農政係 農業水産業費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり 農業費

特になし

担当課 産業観光課 課長名 玉那覇　勝也
予
算
科
目

施政方針 農業の振興 農業振興費

事業コード 849

事業名 西原町農水産物流通・加工・観光拠点施設修繕基金積立事業 事業種別 1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 6

7 条 項 1

1 目 3

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続 ① 運営委員会委員報酬　 22,000円

拡大 委員任期が2年であり、委員見直し検討により報酬額に変更の可能性がある。

縮小 ② 施設隣接地道路等用地部の景観維持管理の為の消耗品費及び食糧費　105,000円

事業統合 道路等用地部景観維持費については道路・河川工事の進捗により縮小となる。

手段見直し (シンボルロード部については令和6年度供用開始予定のため縮小の可能性がある。)

3 13 千円 廃止・休止 ③ 緊急的修繕及び大規模修繕費の計上が必要。

完了

７．今後の事業計画

・ 委員報酬　11,000円（運営委員会　令和4年6月29日1回開催）

・ 消耗品費　88,927円  委員報酬　 22,000  委員報酬　  委員報酬　  委員報酬　

・ 食糧費　4,043円  消耗品費　100,000  消耗品費　  消耗品費　  消耗品費　

・ さわふじマルシェブレーカ修繕工事  食糧費        5,000  食糧費      食糧費      食糧費     

修繕費　77,000円（ブレーカ取替工事）  修繕費  　  修繕費  　  修繕費  　

委託料　28,600円（高圧受電設備停電・復旧作業委託費）

・ 森林環境譲与税を活用し県産木材を使用した下記備品を購入。

掲示板(1台)、舞台(6台)、入口看板(2台)、西原劇場看板(1台)、ベンチテーブル(4台)

総額2,644,400円

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

4,800,000

22,000

100,000

5,000

4,800,000

一般財源 - 0 一般財源 210 一般財源

地方債

一般財源 127一般財源 127 一般財源 127 一般財源 127

その他

県支出金

その他 4,800 その他 4,800 その他 4,800

地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

0

その他

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

その他 2,644 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債 地方債

事　業　費 4,927 事　業　費 4,927

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

事　業　費 0 事　業　費 127 事　業　費 4,927

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

事　業　費 - 0 事　業　費 2,854

次 年度繰越

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

補助率 3 年度決算 4 年度決算 年度計画 年度計画 年度計画年度当初予算

22,000

100,000

5,000

4,800,000

22,000

100,000

5,000

根拠法令等 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

国土強靱化地域計画位置付の要否 左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 令和 年度　～　令和 年度 総事業費

対象（何、誰のために） 西原さわふじマルシェ

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

施設運営に伴う管理費

事業の内容
①運営委員会委員報酬
②施設隣接地の道路用地借地部（土木課借地及び公社借地、県河川借地）の景観維持管理のための消耗
品費及び食糧費

予
算
科
目

一般会計

担当係 農地農政係 農業水産業費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり 農業費

施政方針 農業の振興

事業コード 853 ５．令和４年度事業の課題

事業名 農水産物流通・加工・観光拠点施設管理事業 事業種別

　特になし

担当課 産業観光課 課長名 玉那覇　勝也

農業振興費

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 6

7 条 項 1

1 目 3

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

認定新規就農者

令和４年度

● 新規畑人資金支援事業（経営開始型）

円 × 2 名 ＝ 円

計 円

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

事業コード 930

農業費

施政方針 農業の振興

５．令和４年度事業の課題

事業名 新規就農者育成総合対策事業 事業種別

特になし

担当課 産業観光課 課長名 玉那覇　勝也

左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 年度　～　 年度 総事業費

農業振興費

対象（何、誰のために） 「西原町 人と農地プラン」に位置づけされている認定新規就農者（就農時45歳未満）

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

若い人の就農への意欲を高め、就農後も安心して農業を継続するため、経営が安定しない就農直後
の所得が確保できるよう、１人あたり年間上限150万円（最長3年間）を給付して支援する。

事業の内容 就農直後（5年以内）の青年新規就農者に対する給付金の給付を最長3年間、年間上限150万円を給付する。

国土強靱化地域計画位置付の要否 否

予
算
科
目

一般会計

担当係 農林水産係 農林水産業費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

（１）半年ごとの就農状況報
告の提出依頼
（２）ほ場（畑）の確認及び面
談
（３）資金の給付
（４）中間評価及び振り返り
評価の実施
（５）新規就農者の相談

※交付予定
継続2名×1500千円(R4採
択)

（１）半年ごとの就農状況報
告の提出依頼
（２）ほ場（畑）の確認及び面
談
（３）資金の給付
（４）中間評価及び振り返り
評価の実施
（５）新規就農者の相談

※交付予定
継続2名×1500千円(R4採
択)
新規1名×1500千円

（１）半年ごとの就農状況報
告の提出依頼
（２）ほ場（畑）の確認及び面
談
（３）資金の給付
（４）中間評価及び振り返り
評価の実施
（５）新規就農者の相談

※交付予定
継続2名×750千円(R4採択)
継続1名×1500千円(R6採
択)
新規1名×1500千円

（１）半年ごとの就農状況報
告の提出依頼
（２）ほ場（畑）の確認及び面
談
（３）資金の給付
（４）中間評価及び振り返り
評価の実施
（５）新規就農者の相談

※交付予定
継続2名×1500千円(R6、7
採択)
新規1名×1500千円

根拠法令等 西原町新規就農者経営開始資金交付要綱 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

・令和４年度までに事業採択した担い手育成について、引き続き行っていく。
・新規希望者については県予算枠を確認しながら補正で対応していく。※計画では毎年新規
1名

新規 750,000 1,500,000

1,500,000

補助率 3 年度決算 4 年度計画 年度計画 年度計画年度決算 次 年度繰越 年度当初予算

3,750 事　業　費 4,500

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

事　業　費 3,000 事　業　費 4,500 事　業　費事　業　費 - 事　業　費 1,500 事　業　費

県支出金

国庫支出金

県支出金 4,500 県支出金 3,750

地方債 地方債

県支出金 3,000 財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

地方債

県支出金 4,500

地方債 地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金 1,500

一般財源 - 0 一般財源 0 一般財源 一般財源

その他その他 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

00 一般財源 0 一般財源 0 一般財源

その他その他 その他

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 6

7 条 項 3

2 目 1

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

・年末にシルバー人材センターに委託し、船だまりの清掃を実施。

・船だまり使用者によるボランティア清掃実施。（令和３年度はシルバーと同日に実施した。）

【各種団体補助金・負担金】 千円

【西原船だまり管理委託業務】 千円

【水産奨励補助業務】 千円

※令和7年度にも漁具倉庫増設の負担金がある。

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

事業コード 83

水産業費

施政方針 水産業の振興

５．令和４年度事業の課題

事業名 水産事務運営事業 事業種別
・西原船だまり敷地内に放置物件や車両が増えており、早めの撤去に努めると共に管理体制について改善が必
要。

・令和３年度に国庫補助の浜の活力再生プラン(老朽化した給油施設の新設整備)が協議の場に上がったため、令
和４年度事業予定である。※令和５年度に繰越。

担当課 産業観光課 課長名 玉那覇　勝也

総事業費

水産総務費

対象（何、誰のために） 漁業従事者、港湾施設利用者（漁民及び一般）

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

①利用する人たちが安全に快適に利用できることを目的とする。
②漁業従事者の漁業経営の近代化に寄与する。

事業の内容
①西原船だまり維持管理業務
②水産奨励補助業務（漁業従事者が新規で漁具を購入する際、30％以内、50万円を上限に補助する。）

国土強靱化地域計画位置付の要否 否

予
算
科
目

一般会計

担当係 農林水産係 農林水産業費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

（１）西原船だまりの管理
（２）与那原・西原漁業協同
組合との連携
（３）給油施設の老朽化等に
伴う新規整備事業実施方
法を検討（町負担額2,468千
円）

（１）西原船だまりの管理
（２）与那原・西原漁業協同
組合との連携

（１）西原船だまりの管理
（２）与那原・西原漁業協同
組合との連携
（３）漁船漁具保全施設(漁
具倉庫)の運用状況変化等
に伴う増設整備事業実施方
法を検討（町負担額5,232千
円）

（１）西原船だまりの管理
（２）与那原・西原漁業協同
組合との連携

根拠法令等 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

・令和３年度に国庫補助の浜の活力再生プラン(老朽化した給油施設の新設整備)が協議
の場に上がったため、令和４年度事業予定である。　※令和５年度に繰越。
・西原船だまり管理委託業務については清掃管理を行う。

247

760

0 （与那原・西原漁業協同組合の給油施設老朽化等
に伴う

　新規整備事業の負担金があるため、休止中）

左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 年度　～　 年度

補助率 3 年度決算 4 年度計画 年度計画 年度計画年度決算 次 年度繰越 年度当初予算

5,985 事　業　費 753

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

2,468 事　業　費 753 事　業　費 753 事　業　費事　業　費 - 1,007 事　業　費 3,006 事　業　費

県支出金

国庫支出金

県支出金 485 県支出金 485

地方債 地方債

県支出金 485 財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

地方債

県支出金 485

地方債 地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 485 県支出金 1,207

一般財源 - 522 一般財源 1,799 一般財源 2,468 一般財源

その他その他 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

268268 一般財源 268 一般財源 5,500 一般財源

その他その他 その他

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 6

7 条 項 2

3 目 1

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

【伐採届】

R03 ・4件（6筆） 合計：0.15ha （事由） 墓建設 3件 ウタキの調査 1件

R04 ・2件（2筆） 合計：0.06ha （事由） 墓建設 1件 造園 1件

【デイゴヒメコバチ防除業務】

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

地方債 地方債 地方債

一般財源 322224 一般財源 224 一般財源 224

県支出金 874

地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 その他 その他その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金 874 県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

事　業　費 事　業　費

その他 その他 その他

一般財源一般財源 - 73 一般財源 196 一般財源

事　業　費 224 事　業　費 1,196224 事　業　費 224

補助率 3

事　業　費 - 73 事　業　費 1,070

次 年度繰越年度決算 4 年度決算 年度計画

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

（１）森林区域の保全
（２）伐採届の窓口
（３）林地台帳の整備・作成
（４）森林環境譲与税の活用
の検討
（５）森林経営管理制度の準
備

（１）森林区域の保全
（２）伐採届の窓口
（３）林地台帳の整備・作成
（４）森林環境譲与税の活用
の検討
（５）森林経営管理制度の準
備

（１）森林区域の保全
（２）伐採届の窓口
（３）林地台帳の整備・作成
（４）森林環境譲与税の活用
の検討
（５）森林経営管理制度の準
備

（１）森林区域の保全
（２）伐採届の窓口
（３）林地台帳の整備・作成
（４）森林環境譲与税の活用
の検討
（５）森林経営管理制度の準
備
（６）デイゴヒメコバチの防除
業務（４年に１回）

年度計画 年度計画年度当初予算

根拠法令等 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

・林地台帳は県からの情報を基に対応を協議していく。
・森林環境譲与税の使途について、検討していく。

左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 年度　～　 年度 総事業費

対象（何、誰のために）
・人工造林・保育（下刈、除伐、間伐、枝打ち）等　　　　個人
・自治体等が管理する森林及び樹木等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

・天然林や人工林を保全し、森林を計画的に増やしていく。
・地域において重要なデイゴの保全を図るため。

事業の内容
森林区域で、造林（新植）されたものを保育する。
森林区域内で開発行為等による伐採がある場合、届出をしてもらう。
デイゴヒメコバチからの被害を防除する。

国土強靱化地域計画位置付の要否 否

予
算
科
目

一般会計

担当係 農林水産係 農業水産業費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

５．令和４年度事業の課題

事業名 林業事務運営事業 事業種別

・林地台帳の整備が必要だが、県との連携が必要である。
・森林環境譲与税の使途の検討が必要になってくる。

担当課 産業観光課 課長名 玉那覇　勝也

林業総務費

事業コード 82

林業費

施政方針 緑化の推進

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 6

7 条 項 2

3 目 2

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

廃止・休止

元 千円 完了

７．今後の事業計画

・事業内容 基金積み立ておよび一部取り崩し

※取り崩し内容

　853農水産物流通・加工・観光拠点管理事業にて木材利用した下記備品を購入。

掲示板(1台)、舞台(6台)、入口看板(2台)、西原劇場看板(1台)、ベンチテーブル(4台)

総額2,644,400円

・基金残高(R5.4.1現在)　8,415,600円

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

事業コード 790

農林水産業費

間伐や人材育成、担い手の確保、木材利用の促進や普及啓発

国土強靱化地域計画位置付の要否 否

予
算
科
目

一般会計

担当係 農林水産係

令和元年度

1,368,000

令和４年度

3,846,000

５．令和４年度事業の課題

事業名 森林環境譲与税基金積立事業 事業種別

特になし

担当課 産業観光課 課長名 玉那覇　勝也

令和２年度 令和３年度

2,908,000 2,938,000

令和６年度計画 令和７年度計画

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり 林業費

施政方針 緑化の推進

左記計画に基づく取組の交付金等名称

対象（何、誰のために） 森林整備及びその促進に関する費用

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

温室効果ガス排出削減目標達成や災害防止のための、森林整備の促進

事業期間 令和 年度　～　 年度 総事業費

森林環境譲与税基金費

・西原町には整備すべき森林等がないため、木材利用の促進や普及啓発に努めていく。
・森林環境譲与税の使途について、検討していく。事業の内容

次 年度繰越補助率 3 年度決算

令和８年度計画

・基金積み立て ・基金積み立て ・基金積み立て ・基金積み立て

根拠法令等 森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果 令和５年度計画

森林環境譲与税額

事　業　費 4,714 事　業　費 4,714 事　業　費 4,714

年度計画

事　業　費 - 2,938 事　業　費 3,846 事　業　費 事　業　費 3,846

年度当初予算 年度計画 年度計画4 年度決算

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

一般財源 - 0 一般財源

2,938 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金 県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

0

その他 4,714 その他 4,714 その他 4,714その他 3,846 その他 その他 3,846

地方債 地方債 地方債

一般財源 0 一般財源 0一般財源 0 一般財源 0 一般財源 0

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 7

7 条 項 1

4 目 1

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

4 5 千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

（単位：千円）

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

00 一般財源 0 一般財源 0 一般財源

その他 0その他 0 その他 0

8,800 一般財源 0 一般財源

その他その他 0 その他 0 その他

財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

国庫支出金

地方債 0

県支出金 0

地方債 0 地方債 0 地方債 0 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金 0

県支出金 0 県支出金 0

一般財源 - 0 一般財源

県支出金

0

財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0

県支出金 0 県支出金 0

地方債 0 地方債 0

0 事　業　費 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0

0 事　業　費 0 事　業　費 0 事　業　費事　業　費 - 0 事　業　費 8,800 事　業　費

県支出金 0

年度計画 年度計画 年度計画年度決算 次 年度繰越 年度予算年度決算 4

測量試験費 8,800 0

工事費 0 0

用地費

補助率 3

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

根拠法令等 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

令和４年度に詳細な調査測量設計を行った。事業化については、産業観光課にて計画す
る。

0 0

補償費 0 0

事務費 0 0

8,800 0

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

擁壁の建設から30年以上が経過し、至る所に目地の開きやクラック、欠損等が顕在化してい
る。宅地擁壁老朽化判定の結果、危険度評価「大」となった為、改修して安全性を確保する。

事業の内容
擁壁改修工事
延長Ｌ＝82.1m

国土強靱化地域計画位置付の要否

予
算
科
目

一般会計

担当係 土木係 商工費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

５．令和４年度事業の課題

事業名 西原共同福祉施設擁壁改修事業 事業種別

担当課 土木課 課長名 大城　喜市郎

商工総務費

R4年度 R4年度繰越

内
訳

事業費

事業コード 908

商工費

施政方針 商工業の振興

左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 令和 年度　～　令和 年度 総事業費 127,800

対象（何、誰のために） 西原共同福祉施設利用者

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 5

7 条 項 1

4 目 1

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

【主な事業内容】

① 千円 千円 千円

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

その他

財
源
内
訳

一般財源 166 一般財源

県支出金

国庫支出金国庫支出金

一般財源 166一般財源 - 166 一般財源 166 一般財源 一般財源 166

その他 その他 その他

地方債 地方債 地方債 地方債 地方債

その他

166

国庫支出金

県支出金

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

県支出金 県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

事　業　費

県支出金 県支出金 県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

その他 その他

地方債

年度計画 年度計画

事　業　費 - 166 事　業　費 166 事　業　費

年度繰越 年度当初予算 年度計画

事　業　費 166166 事　業　費 166 事　業　費 166

166 166

補助率 3 年度決算 4 年度決算 次

駐留軍勤務の方に対し、離職となった場合の再就職支援を行うため、補助金を交付し支援する。

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

①沖縄駐留軍離職者対策
センター補助金

①沖縄駐留軍離職者対策
センター補助金

①沖縄駐留軍離職者対策
センター補助金

①沖縄駐留軍離職者対策
センター補助金

根拠法令等 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

・駐留軍関係離職者等臨時措置法の再延長に伴い、今後も補助を実施する。
・西原町の対象者がいることを常に補助金申請の際に確認を行う。

令和2年度 令和3年度 令和４年度

沖縄駐留軍離職者対策センター補助金 166

左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 年度　～　 年度 総事業費

労働諸費

対象（何、誰のために） 労働者

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

事業実施することで、労働者への支援や保護を図り、また仕事を探す求職者の就労支援も
図られる。

事業の内容
①沖縄駐留軍離職者対策センター補助金

国土強靱化地域計画位置付の要否 否

予
算
科
目

一般会計

担当係 商工観光係 労働費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

５．令和４年度事業の課題

事業名 労働行政運営事業 事業種別

特になし。

担当課 産業観光課 課長名 玉那覇　勝也

事業コード 77

労働諸費

施政方針 商工業の振興

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 7

7 条 項 1

4 目 1

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

①町商工会補助金

千円 千円 千円 千円

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

事業コード 84

商工費

施政方針 商工業の振興

５．令和４年度事業の課題

事業名 商工事務運営事業 事業種別

・商工会に隣接する擁壁の改修に係る調査設計業務（土木課）に基づき、地権者である小橋川自治会と意見交換
を行い施工方法の承諾を得ることが出来たが、工事費（諸経費含）が約150,000,000円となるため、Ｒ5年度の実施
を見送った。

担当課 産業観光課 課長名 玉那覇　勝也

商工総務費

対象（何、誰のために） 商業・観光・工業従事者

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

商業・観光・工業従事者・団体・企業の経営を支援する。

事業の内容
①町商工会補助金
②西原町共同福祉施設管理委託料（令和3年度より①町商工会補助金に包含）
③地域総合整備財団の支援を得て民間事業者等に供給する無利子資金の貸付事業

国土強靱化地域計画位置付の要否 否

予
算
科
目

一般会計

担当係 商工観光係 商工費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

令和７年度計画 令和８年度計画

・西原町商工会の活動支援 ・西原町商工会の活動支援 ・西原町商工会の活動支援 ・西原町商工会の活動支援

根拠法令等 西原町地域総合整備資金貸付規程　等 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

・令和3年度から西原町共同福祉施設を行政財産から普通財産に変更し、商工会との指定
管理契約を無償賃貸契約に改めた。（5年ごとに更新を行う）

・包括連携協定に基づき協働でのまちづくりを推進する。

・擁壁の改修について、整備手法の検討を行う。（実施は土木課）

・職員（1名）の削減に伴い会計年度任用職員（1名）を配置する。

左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 年度　～　 年度 総事業費

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

4,874 6,573 6,5734,874

令和６年度計画

年度計画 年度計画

・擁壁改修実施設計 ・擁壁改修工事

次 年度繰越 年度当初予算補助率 3 年度決算 4

158,500 事　業　費 8,500

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

事　業　費 6,573 事　業　費 31,000 事　業　費事　業　費 - 6,573

年度計画年度決算

事　業　費 6,573 事　業　費

県支出金県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

22,500 地方債 150,000

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

一般財源 - 6,573 一般財源 6,573

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 0 一般財源

その他その他 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

地方債 地方債 地方債 地方債

県支出金

・会計年度任用職員1名配置 ・会計年度任用職員1名配置 ・会計年度任用職員1名配置 ・会計年度任用職員1名配置

8,5006,573 一般財源 8,500 一般財源 8,500 一般財源

その他その他 その他

地方債

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 7

7 条 項 1

4 目 3

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

【沖縄地域産業立地推進協議会負担金】

千円 千円 千円 千円

※令和4年度は、新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、負担金なし。

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

事業コード 86

商工費

施政方針 商工業の振興

５．令和４年度事業の課題

事業名 工業立地促進事務運営事業 事業種別

・既存の小那覇・東崎両工業専用地域には空きがない状況であるため、企業立地を促進するには新たな工業地開発
の手法及び土地利用の見直しなどが課題。
・国道329号バイパス延伸による既存企業の移転先の確保を図る必要がある。

担当課 産業観光課 課長名 玉那覇　勝也

工業立地促進費

対象（何、誰のために） 工業立地希望企業

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

町内における企業の立地を促進する。

事業の内容 沖縄県産業立地・地域活性化推進協議会負担金

国土強靱化地域計画位置付の要否 否

予
算
科
目

一般会計

担当係 商工観光係 商工費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

沖縄県産業立地・地域活性
化推進協議会への参加

沖縄県産業立地・地域活性
化推進協議会への参加

沖縄県産業立地・地域活性
化推進協議会への参加

沖縄県産業立地・地域活性
化推進協議会への参加

根拠法令等 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

・国道329号西原バイパス延伸による既存企業の移転先の確保を優先とした、小那覇地内
における工業地開発の可能性調査検討について、引き続き横断的な組織体制で沖縄県土
地開発公社と連携を図る。

・崎原地区における工業地開発の整備手法に関して、引き続き都市整備課、農政係・農業
委員会と連携を図る。

・沖縄県産業立地・地域活性化推進協議会に参加し、企業立地に関する情報収集する。

左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

補助率 3 年度決算 4

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

100 100 100 0

年度計画 年度計画 年度計画年度決算 次 年度繰越 年度予算

100 事　業　費 100

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

事　業　費 100 事　業　費 100 事　業　費事　業　費 - 100 事　業　費 0 事　業　費

県支出金

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債 地方債

県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

地方債

県支出金

地方債 地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

一般財源 - 100 一般財源 0 一般財源 0 一般財源

その他その他 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

100100 一般財源 100 一般財源 100 一般財源

その他その他 その他

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 5

7 条 項 1

4 目 1

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

【主な事業内容】

（シルバー人材センター実績）

件 件 件

千円 千円 千円

人 人 人

％ ％ ％

人 人 人

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

12,49012,490 一般財源 12,490 一般財源 12,490 一般財源

その他その他 その他

12,490 一般財源 0 一般財源

その他その他 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

県支出金

地方債 地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

一般財源 - 12,490 一般財源

県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債 地方債

12,490 事　業　費 12,490

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

事　業　費 12,490 事　業　費 12,490 事　業　費事　業　費 - 12,490 事　業　費 12,490 事　業　費

県支出金

年度計画 年度計画 年度計画年度決算 次 年度繰越 年度予算補助率 3 年度決算 4

就業率 87.3 86.2 89.5

会員数 212 225 228

受注契約額 124,528 118,696 133,826

就業延べ人員 17,589 17,415 19,248

令和７年度計画 令和８年度計画

・普及啓発活動
・安全・適正就業の推進
・緑のリサイクル事業
・社会参加活動（ボランティ
ア）

・普及啓発活動
・安全・適正就業の推進
・緑のリサイクル事業
・社会参加活動（ボランティ
ア）

・普及啓発活動
・安全・適正就業の推進
・緑のリサイクル事業
・社会参加活動（ボランティ
ア）

・普及啓発活動
・安全・適正就業の推進
・緑のリサイクル事業
・社会参加活動（ボランティ
ア）

根拠法令等 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

・働く機会や余暇時間等を利用して仲間づくりのできる機会の提供についてはニーズが高い
と考えられる。

・高齢化社会の到来において行政の対応は不可欠。社会的な状況を踏まえた支援が必要で
ある。

・事務所の移転については、既存施設への入居もしくは別場所での建て替えが必要となる。

令和2年度実績 令和3年度実績 令和4年度実績

受注件数 712 687 668

令和６年度計画

左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 年度　～　 年度 総事業費

労働諸費

対象（何、誰のために） 概ね６０歳以上で就業並びに生きがいづくりに意欲がある者。

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

各種事業の更なる拡大を図り、就業及び生きがいづくりに意欲がある会員の拡大に努める
必要がある。

事業の内容
シルバー人材センターにおいて高齢者に対する就業機会の創出並びに生きがい対策事業として各種の事業
が実施されている。　各種事業を実施するための支援（補助）

国土強靱化地域計画位置付の要否 否

予
算
科
目

一般会計

担当係 商工観光係 労働費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

５．令和４年度事業の課題

事業名 シルバー人材センター事業 事業種別 ・前年度実績に対して、会員数はほぼ横ばいである。新型コロナウイルスの対応に一定の目途がたってきたこともあ
り、受注件数、契約額、就業のべ人員、就業率が微増となっている。引き続き会員の増加、受注の獲得が求められ
る。

・リサイクルヤードの移転に伴う緑のリサイクル事業の移転について引き続き調整が必要

・老朽化した事務所の建て替えについてPPP・PFI導入による建て替えの可能性を含め検討が必要

担当課 産業観光課 課長名 玉那覇　勝也

事業コード 331

労働諸費

施政方針 商工業の振興

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 5

7 条 項 1

4 目 1

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

名 名 名

名 名 名

件 件 件

社 社 社

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

622622 一般財源 622 一般財源 622 一般財源

その他その他 その他

618 一般財源 0 一般財源

その他その他 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

県支出金 2,486

地方債 地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 2,435 県支出金 2,470

一般財源 - 610 一般財源

県支出金 2,486 財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 2,486 県支出金 2,486

地方債 地方債

3,108 事　業　費 3,108

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

事　業　費 3,108 事　業　費 3,108 事　業　費事　業　費 - 3,045 事　業　費 3,088 事　業　費

県支出金

年度計画 年度計画 年度計画年度決算 次 年度繰越 年度当初予算補助率 3 年度決算 4

127 34

町民雇用サポート隊の認定企業数 17 5

令和2年度 令和3年度 令和4年度

・相談日週3回で継続
・スキルアップ講座の開催
・町民雇用サポート隊の認
定企業数の増加
・雇用サポートセンターの周
知活動

・相談日週3回で継続
・スキルアップ講座の開催
・町民雇用サポート隊の認
定企業数の増加
・雇用サポートセンターの周
知活動

・相談日週3回で継続
・スキルアップ講座の開催
・町民雇用サポート隊の認
定企業数の増加
・雇用サポートセンターの周
知活動

・相談日週3回で継続
・スキルアップ講座の開催
・町民雇用サポート隊の認
定企業数の増加
・雇用サポートセンターの周
知活動

新規就業者 55 55

スキルアップ講座受講者数 69 77

求人情報の掘り起こし

41

119

126

10

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画令和５年度計画

・Ｒ2年に相談日を週5日から週3日に変更して継続しているが、依然として相談者は多く、今
後も現在の相談日数を確保していきたい。

・年度初めから4月中旬までの間のセンターが開所出来ない期間において、就職シーズンに
切れ目のないサポートを行うためにも単独事業における実施を検討する。

事業の内容

求職者ひとりひとりに寄り添う形での就職支援を行うとともに、就職セミナーやスキルアップ講座などを定期的
に開催し、ひとりでも多くの町民がなるべく町内で就業できるよう支援していく。また、町内事業所に呼びかけ
て「町民雇用サポート隊（仮称）」を結成し、隠れた求人ニーズの掘り起こしを行い、町内企業の活性化を図り
ながら町民と企業の結びつきを密にするような求人サポートを行っていく。

国土強靱化地域計画位置付の要否 否

根拠法令等 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

町内の求職者がなるべく地域の企業に就業できるよう働きかけていく。

左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 年度　～　 年度 総事業費

５．令和４年度事業の課題

事業名 西原町雇用サポートセンター活性化事業 事業種別 ・高齢者の求職者が増加しているが、対応可能な企業が少なく企業を訪問し、高齢者の雇用について理解を求めて
いく必要があるが、企業訪問の時間を確保できていない。
・月１回スキルアップ講座を実施しているが、参加者の確保が出来ていない。今後は潜在的就職希望者・転職者の掘
り起しを他課と連携することも検討していかなければならない。
・補助事業の契約事務の関係で、3月後半から4月中旬までの間（R4/3/20〜4/10）、センターが開所出来ない期間の
サポートが課題である。

担当課 産業観光課 課長名 玉那覇　勝也

労働諸費

予
算
科
目

一般会計

担当係 商工観光係 労働費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり 労働諸費

施政方針 商工業の振興

対象（何、誰のために） 町内企業及び求職者

事業コード 676

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 5

7 条 項 1

4 目 1

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

廃止・休止

4 千円 完了

７．今後の事業計画

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

事業コード 787

事業名 がんばる地域応援事業 事業種別

特になし。

担当課 産業観光課 課長名 玉那覇　勝也
予
算
科
目

施政方針 商工業の振興 労働諸費

対象（何、誰のために） 施設来訪者

一般会計

担当係 商工観光係 労働費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり 労働諸費

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

観光交流拠点施設「さわふじマルシェ」の周知を図る。

事業の内容
がんばる地域応援事業の助成金を活用し「毎週マルシェ」と銘打ち、体験イベント等を開催する。さわふじ
マルシェの施設の活用及び周知を図り、来訪者の増加を目指す。

国土強靱化地域計画位置付の要否 否 左記計画に基づく取組の交付金等名称

令和 年度　～　 年度

令和８年度計画

総事業費

令和５年度計画 令和６年度計画

参加者からも来年度も実施してほしいという要望があったことから、次年度以降は観光ま
ちづくり協会にて実施できるよう発掘した講師や事業スキームを継承していく。

1,271

補助率 3 年度決算

令和７年度計画

イベント開催により、新規誘客が図られ「さわふじマルシェ」施設の周知ができた。
また、依頼した講師の方からも「さわふじマルシェ」を定期に利用したいとの申し出もあり、今後は定期的
にイベントが開催される予定となっている。
当初はイベントの周知で苦労したが、最終的にほぼ毎週の頻度で開催したことにより、イベント参加者が
西原町観光まちづくり協会のSNS登録や講師のSNS発信により徐々に効果が表れ、早い段階で定員に
達することが多くなった。

8/18(木)　夏休み木工教室（遊び）を皮切りに合計23回体験イベントを実施   　総参加者数　297名

0

年度計画

事　業　費 - 0 事　業　費 1,271 事　業　費 事　業　費 0

年度当初予算 年度計画 年度計画4 年度決算 次 年度繰越

県支出金 県支出金 県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金財
源
内
訳

国庫支出金国庫支出金

事　業　費 0 事　業　費 0 事　業　費

地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

6

その他 その他

地方債

県支出金

国庫支出金

財
源
内
訳

財
源
内
訳

国庫支出金

一般財源 - 0 一般財源

1,265 その他

財
源
内
訳

５．令和４年度事業の課題

一般財源 0 一般財源 0一般財源 0 一般財源 0 一般財源 0

その他 その他 その他その他

地方債 地方債

根拠法令等 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

事業期間
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１．事業名等

会計 1

款 7

7 条 項 1

4 目 1

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

クーポン券交付人数　35,786人（15,523世帯）

クーポン券交付総額　107,358,000円（町民一人あたり3,000円）

クーポン券換金額　101,210,000円（換金率94.3％）

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

事業コード 920

商工費

施政方針 商工業の振興

５．令和４年度事業の課題

事業名 ウンタマギルー割引クーポン券配布事業 事業種別

特になし

担当課 産業観光課 課長名 玉那覇　勝也

左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 R4 年度　～　 年度 総事業費 114,564

商工総務費

対象（何、誰のために） 町民、町内事業者

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

町民及び町内事業者への生活支援

事業の内容
新型コロナウイルス感染症の拡大が続く中で、原油価格及び物価高騰に直面する町民への生活支援を行う
とともに、地域経済の活性化を図る。

国土強靱化地域計画位置付の要否

予
算
科
目

一般会計

担当係 商工観光係 商工費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

なし なし なし なし

根拠法令等 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

今後も同様な事業が必要となった場合においては、町民の利便生や事業の迅速化、事務の
簡略化等を検証し実施する。、

補助率 3 年度決算 4

③支払い

町
民

登
録
店

①クーポン利用

町

②換金請求

（買い物等）

年度計画 年度計画 年度計画年度決算 次 年度繰越 年度当初予算

0 事　業　費 0

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金 114,564

事　業　費 0 事　業　費 0 事　業　費事　業　費 - 0 事　業　費 114,564 事　業　費

県支出金

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債 地方債

県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

地方債

県支出金

地方債 地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

一般財源 - 0 一般財源 0 一般財源 一般財源

その他その他 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

00 一般財源 0 一般財源 0 一般財源

その他その他 その他

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 7

7 条 項 1

5 目 1

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

廃止・休止

4 8 千円 完了

７．今後の事業計画

千円 継続

千円 継続

千円 終了

千円

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

463183 一般財源 463 一般財源 463 一般財源

その他その他 その他

地方債

県支出金財
源
内
訳

地方債 地方債 地方債 地方債

183事　業　費 - 10,321 事　業　費 364 事　業　費

補助率 3 年度決算

0 一般財源

その他その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債 地方債

463 事　業　費 463

国庫支出金国庫支出金

事　業　費 463 事　業　費

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

事　業　費

県支出金県支出金 県支出金

一般財源 - 10,321 一般財源 364 一般財源

その他

年度計画 年度計画 年度計画年度決算 次 年度繰越 年度当初予算4

合　計 364

①沖縄県コンベンションビューロー負担金 150

②さわりん号車検経費（保険・税金のみ） 33

③よしもとのど自慢大会＆物産展 181

対象（何、誰のために） 観光関係団体

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

観光関連イベントを実施し、西原町のPRを行う。

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

・観光協会等の団体と連携
し観光振興を図る。

・観光協会等の団体と連携
し観光振興を図る。

・観光協会等の団体と連携
し観光振興を図る。

・観光協会等の団体と連携
し観光振興を図る。

根拠法令等 関連計画等 西原町観光振興計画

３．令和 ４ 年度の実績・成果 令和５年度計画

11月に吉本興業のイベント開催に伴い沖縄県内の首長を大阪へのお招きがあり、沖縄物産展を開催した。

・西原町観光まちづくり協会や観光関係団体との連携を強化する。
・プロサッカーキャンプに関連した事業の検討（歓迎ｾﾚﾓﾆ費用等の計上　50,000円）
・町産品のＰＲに関する事業の検討（県産業まつりへの出店料等の計上　200,000円）
・事務経費（消耗品費等の予算計上　30,000円）

・令和9年度において観光振興計画の改定業務が必要
　734観光振興計画策定事業（6,600,000円）

事業の内容 観光関係団体や観光PRに必要な費用負担を行う。

国土強靱化地域計画位置付の要否 否 左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 年度　～　 年度 総事業費 1,936

事業コード 677

予
算
科
目

一般会計

担当係 商工観光係 商工費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり 商工費

施政方針 観光振興

５．令和４年度事業の課題

事業名 西原町観光振興事業 事業種別

・補助団体との連携が必ずしも十分とは言えない。
・プロサッカーキャンプとの連携した取り組みが弱い
・町産品のＰＲに関する取り組みが弱い

担当課 産業観光課 課長名 玉那覇　勝也

商工総務費

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 7

7 条 項 1

5 目 2

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

廃止・休止

4 8 千円 完了

７．今後の事業計画

1　観光・歴史文化の発信事業（西原劇場の人員配置3名）

2　誘客イベント実施事業（目標2回以上→7回実施）

3　観光キャラクター「さわりん」出勤（目標：年100回以上→125回出勤）

4　町産品PR業務（目標：年12回以上→13回実施）

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

・観光ガイドマップ作成（更新）

・観光用PR動画作成

・着ぐるみ更新

・さわりん号購入

6,067千円

3,000千円

1,200千円

3,700千円

担当係 商工観光係 商工費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり 商工費

施政方針 観光振興

５．令和４年度事業の課題

事業名 観光PR振興事業 事業種別

・西原町観光まちづくり協会は設立から間もないことから、イベント実施や事務運営に関する悩みや課題に対して
情報共有と連携を密にし、改善・解決を図る必要がある。
・誘客イベント事業と町産品PR事業の実施回数の見直しや配置人員の増員が必要。

担当課 産業観光課 課長名 玉那覇　勝也

商工総務費

事業コード 906

予
算
科
目

一般会計

令和８年度計画

・西原町観光まちづくり協会補
助金

・西原町観光まちづくり協会補
助金

・西原町観光まちづくり協会補
助金

・西原町観光まちづくり協会補
助金

根拠法令等 関連計画等 西原町観光基本計画

３．令和 ４ 年度の実績・成果 令和５年度計画 令和６年度計画

年度決算 4 年度決算 年度計画

対象（何、誰のために） 西原町の観光及びまちづくりに関わる事業者・団体・町民　

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

・西原町観光まちづくり協会を中長期的に支援することで、今後の自立を促進するととも
に、協会が活動の目的に掲げる「観光振興を通じ、豊かで活気のある地域社会を創造し、
まちづくりに寄与する」ことを達成する。

令和７年度計画

・平成29年度に策定した西原町観光振興計画を踏まえ、交流人口の増加、歴史・文化の継
承、地域ブランド力の強化を図るため、西原劇場の管理運営、誘客イベントの実施、観光
PR事業費、観光キャラクター業務運営、町産品PR事業を行う、一般社団法人西原町観光
まちづくり協会に対して引き続き支援を行うことで、本町の観光振興を促進する。
・県内外から観光ガイドマップを求められる事が増えているため、早急に作成（更新）が必
要である。
・観光キャラクターさわりんの着ぐるみ及びさわりん号（車両）の買い替えが必要である。

事業の内容 西原町観光まちづくり協会補助金

国土強靱化地域計画位置付の要否 否 左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 令和 年度　～　 年度 総事業費 50,840

年度計画 年度計画

事　業　費 - 事　業　費 10,168

次 年度繰越 年度当初予算

事　業　費 12,169 事　業　費 12,16912,169 事　業　費 26,136

補助率 3

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

事　業　費 事　業　費

その他 その他 その他

一般財源一般財源 - 0 一般財源 4,054 一般財源

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金 6,114 県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

8,144 県支出金 20,908 県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

8,144 県支出金 8,144

地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

0

その他 その他 その他その他

地方債 地方債 地方債

一般財源 4,0254,025 一般財源 5,228 一般財源 4,025

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 2

6 目 1

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

【主な事業内容】

1 需用費

2 役務費

3 委託料

4 使用料及び賃借料

5 工事請負費

6 公有財産購入費

1 需要費　（修繕費）の主な内容

西原町内　側溝修繕、排水路整備、グレーチング補修等　17件

3 委託料の主な内容

雨水排水施設ＴＶカメラ調査業務委託

池田地内地すべり防止区域指定関連業務委託

5 工事請負費の主な内容

跨道橋落下物防止柵取替工事

小那覇地内道路側溝蓋修繕工事

翁長地内道路側溝蓋修繕工事

翁長幸地線（外１）舗装修繕工事
翁長１号線擁壁基礎下空洞穴埋め工事　　　他２件

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

事業コード 88

道路橋梁費

施政方針 道路網及び排水施設の整備

５．令和４年度事業の課題

事業名 道路維持管理事業 事業種別

　維持管理及び補修は、年々要望箇所が増加しており早急な対応が必要であるが、人員不足や限られた予算の範
囲での処理となっている。また、維持補修工事は少額工事のため早急な対応が可能な業者を確保することが厳しい
状況である。

担当課 土木課 課長名 大城　喜市郎

道路維持費

対象（何、誰のために） 町内全域

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

生活に密着した安全で快適な道路の確保

事業の内容
・道路河川愛護デーの実施
・道路の補修工事等

国土強靱化地域計画位置付の要否

予
算
科
目

一般会計

担当係 庶務係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

・道路河川愛護デーの実施
・道路の補修工事等

・道路河川愛護デーの実施
・道路の補修工事等

・道路河川愛護デーの実施
・道路の補修工事等

・道路河川愛護デーの実施
・道路の補修工事等

根拠法令等 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

　協働のまちづくりの観点から、地域で対応可能な作業については地域で、行政が実施すべ
き作業は行政で対応するという考え方を浸透させる必要がある。
　
 道路河川愛護デーについては、従来どおりの方法で実施するのか、実施方法を変更するの
か検討が必要である。左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 年度　～　 年度 総事業費

3,258,960

補助率 3 年度決算

4,115

0

次 年度繰越

2,816,000

529,771

23,491,650

0

30,096,381

事　業　費 4,115

年度計画

事　業　費 - 14,322 事　業　費 30,096 事　業　費 5,570 事　業　費 4,115

年度当初予算 年度計画 年度計画4 年度決算

事　業　費 4,115 事　業　費

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

一般財源 - 14,322 一般財源

その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金 県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

30,096

その他 その他 その他その他 その他 その他 4,115

地方債 地方債 地方債

一般財源 4,115 一般財源 4,115一般財源 5,570 一般財源 0 一般財源 4,115

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 2

6 目 4

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

・町内47橋梁について、点検業務を実施し修繕計画を更新した。

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

事業コード 91

道路橋梁費

施政方針 道路網及び排水施設の整備

５．令和４年度事業の課題

事業名 橋梁新設改良事業 事業種別

特になし

担当課 土木課 課長名 大城　喜市郎

橋梁新設改良費

対象（何、誰のために） 道路利用者及び近隣住民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

町道に係る橋梁等の定期点検調査を行い、安全な交通を確保する。

事業の内容
平成28年度に当初橋梁長寿命化計画策定で設定した次回点検時期である５年が経過し、また国土交通省イ
ンフラ長寿命化計画の考え方に準じて、点検後の更新を行う。

国土強靱化地域計画位置付の要否 要

予
算
科
目

一般会計

担当係 土木係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力あるまちづくり

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

・跨道橋5橋について、点検
業務を行う。

・町内47橋について、点検
業務を行う。

根拠法令等 道路更新防災等対策事業費補助 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

橋梁等の定期点検調査を行い、橋梁等長寿命化修繕計画に基づき、補修及び架替えを行う
（５年ごと）。

左記計画に基づく取組の交付金等名称 道路メンテナンス事業費補助

事業期間 年度　～　令和 年度 総事業費 96,625

3 年度計画 年度計画

事　業　費 - 13,493 事　業　費 0 事　業　費 0

年度繰越 年度当初予算 年度計画年度決算 4 年度決算 次補助率

事　業　費 57,000

財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

事　業　費 0 事　業　費 0 事　業　費 9,000

国庫支出金 45,600国庫支出金 0

財
源
内
訳

国庫支出金

0 その他 0 その他 0 その他

0

財
源
内
訳

国庫支出金 7,200

財
源
内
訳

県支出金 0 県支出金 0

一般財源 0 一般財源 1,800

国庫支出金

0 地方債 0 地方債

県支出金 10,794 県支出金 0 県支出金 0 県支出金

地方債 0 地方債 0 地方債 0 地方債 地方債

一般財源 11,400一般財源 - 2,699 一般財源 0 一般財源 0 一般財源 0

その他 0 その他 0 その他その他

財
源
内
訳

0

県支出金 0

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 2

6 目 5

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

【主な事業内容】

事業内容（事業費）

1 委託料

2 工事請負費

1 委託料の主な内容

水路伐採除草　４件

幸地ハイツ内排水路検討調査業務委託

2 工事請負費の主な内容

桃原地内排水路補修工事

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

事業コード 92

道路橋梁費

施政方針 道路網及び排水施設の整備

５．令和４年度事業の課題

事業名 排水施設事務運営事業 事業種別

　今後も、計画的な排水路の維持管理及びパトロールを継続的に行う必要がある。

担当課 土木課 課長名 大城　喜市郎

排水施設費

対象（何、誰のために） 町内全域

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

計画的な排水路の整備を進め、生活環境の改善に努める

事業の内容

・排水路の維持管理
・排水施設整備工事

国土強靱化地域計画位置付の要否

予
算
科
目

一般会計

担当係 庶務係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

令和８年度計画

維持管理及び計画的な修繕
を行う。

維持管理及び計画的な修繕
を行う。

維持管理及び計画的な修繕
を行う。

維持管理及び計画的な修繕
を行う。

根拠法令等 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

今後も計画的かつ継続的に排水路の維持管理及び整備を行う。

413,270

左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 年度　～　 年度 総事業費

4,281,970

令和６年度計画 令和７年度計画

3,868,700

補助率 3 年度決算 4 年度計画 年度計画 年度計画年度決算 次 年度繰越 年度当初予算

1 事　業　費 1

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

2,002 事　業　費 1 事　業　費 1 事　業　費事　業　費 - 3,410 事　業　費 4,282 事　業　費

県支出金

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債 地方債

県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

地方債

県支出金

地方債 地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

一般財源 - 3,410 一般財源 4,282 一般財源 2,002 一般財源

その他その他 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

11 一般財源 1 一般財源 1 一般財源

その他その他 その他

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 6

7 条 項 1

6 目 5

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

津花波・安室地内沈砂池草刈業務委託（沈砂池7箇所）

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

709709 一般財源 709 一般財源 709 一般財源

その他 3131 その他 31 その他 31

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債 地方債

県支出金

480 一般財源 0 一般財源

その他その他 0 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

地方債 0 地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 0 県支出金

一般財源 - 436 一般財源

県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

年度当初予算

740 事　業　費 740

財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

国庫支出金

事　業　費 740 事　業　費 740 事　業　費事　業　費 - 436 事　業　費 480 事　業　費

県支出金

補助率 3 年度決算 4

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

津花波・安室地内沈砂池草
刈業務委託（沈砂池7箇所）
及びヒューム管内の清掃業
務委託

津花波・安室地内沈砂池草
刈業務委託（沈砂池7箇所）
及びヒューム管内の清掃業
務委託

津花波・安室地内沈砂池草
刈業務委託（沈砂池7箇所）
及びヒューム管内の清掃業
務委託

津花波・安室地内沈砂池草
刈業務委託（沈砂池7箇所）
及びヒューム管内の清掃業
務委託

年度計画 年度計画 年度計画年度決算 次 年度繰越

令和５年度計画

左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 年度　～　 年度 総事業費

　赤土対策を目的とした農業施設の維持管理を行う。また、沈砂池へ流入するヒューム管が
土砂により詰まり、それによって道路冠水し、周辺の住宅まで影響を及ぼしている状況があ
り、ヒューム管内の清掃業務委託が必要である。課題として、ヒューム管の詰まりの原因で
ある側溝内に耕した畑の土を落とさないように観光産業課に指導を徹底してもらう。

豊かで活力のあるまちづくり 農業費

施政方針 道路網及び排水施設の整備

根拠法令等 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

対象（何、誰のために） 農業生産者

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

農業生産基盤の充実を図る。

事業の内容
①農道排水維持管理委託
②農道補修工事
③農道補修原材料費

国土強靱化地域計画位置付の要否

事業コード 175 ５．令和４年度事業の課題

事業名 農地事務運営事業 事業種別

財政状況に応じた実施状況となっているが、年に２，３回実施する必要がある。

担当課 土木課 課長名 大城　喜市郎

農地費

予
算
科
目

一般会計

担当係 すぐやる係 農業水産業費

まちづくり基本条例

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 1

6 目 1

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

【主な事業内容】

1 件 1 件 5 件 47 件

6 件 4 件 261 件 178 件

26 件 18 件 0 件 0 件

28 件 20 件 3 件 3 件

2 件 1 件 0 件 0 件

53 件 42 件 3 件 3 件

74 件 30 件 0 件 0 件

15 件 4 件 0 件 0 件

45 件 2 件 0 件 0 件

6 件 9 件

0 件 0 件

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

事業コード 230

土木管理費

施政方針 道路網及び排水施設の整備

５．令和４年度事業の課題

事業名 すぐやる事業 事業種別

　道路・河川等施設の老朽化が顕著であるため、緊急に修理等が必要な個所が多々出てくる可能性があり、維持補
修の増加が見込まれる。

担当課 土木課 課長名 大城　喜市郎

左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 年度　～　 年度 総事業費

土木総務費

対象（何、誰のために） 町民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

①生活環境の向上
②環境衛生の向上　など

事業の内容
①土木関係　：　道路・河川等施設の維持補修　（※下記　「4.事業の成果」の「相談等の種別」参照）
②その他

国土強靱化地域計画位置付の要否

予
算
科
目

一般会計

担当係 すぐやる係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

道路・河川等施設の維持補
修及び委託業務（草刈）の
路線数の増

道路・河川等施設の維持補
修及

道路・河川等施設の維持補
修

道路・河川等施設の維持補
修

根拠法令等 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

道路河川施設の長寿命化を目指し、適切に管理していく。
草刈り業務の性能規定方式の検討。

R４

土
木
関
係

(

直
営

)

側溝設置、補修 その他土木関係

側溝蓋、グレーチングの修繕 小計

道路（歩道）補修 (

請
負

)

修繕費

横断歩道等の設置、補修 小計

相談等の種別 R３ R４ 相談等の種別 R３

側溝清掃 委託料費

河川清掃 原材料費

件
マンホール蓋の修繕

補助率 3 年度決算 4 年度決算

樹木・枝・雑草処理
合計 264 件 181

相
談
種
別
及
び
件
数

道路（歩道）清掃 小計

街路灯の設置、修繕、調整 そ
の
他

各種町民要望・相談

カーブミラーの設置、調整 他課・他係通報処理

年度計画 年度計画

事　業　費 - 28,550 事　業　費 24,407 事　業　費

次 年度繰越 年度当初予算 年度計画

24,386 事　業　費 24,38624,386 事　業　費 24,386 事　業　費

財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

国庫支出金

事　業　費

県支出金

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

24,407 一般財源 0 一般財源

その他 0 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債 0 地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

県支出金 0 県支出金

一般財源 - 28,550 一般財源

県支出金

地方債

その他

財
源
内
訳

20,23120,231 一般財源 20,231 一般財源 20,231 一般財源

その他 4,1554,155 その他 4,155 その他 4,155

地方債

県支出金

国庫支出金

地方債

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 1

6 目 1

２．事業の目的・内容

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

【主な事業内容】

1 委託料（CADｼｽﾃﾑ保守業務等）

2 複写機賃借料、パソコン賃借料（土木工事積算システム利用費等）、大型プリンター賃借料

3 負担金（道路整備促進期成同盟会沖縄地方連絡協議会・沖縄県道路利用者会議・日本道路協会・沖縄国道協会

・公契連協議会等）

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

5,2675,266 一般財源 5,267 一般財源 5,267 一般財源

その他1 その他 その他

4,072 一般財源 0 一般財源

その他その他 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

県支出金

地方債 地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

一般財源 - 6,010 一般財源

県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債 地方債

5,267 事　業　費 5,267

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

事　業　費 5,267 事　業　費 5,267 事　業　費事　業　費 - 6,010 事　業　費 4,072 事　業　費

県支出金

年度計画 年度計画 年度計画年度決算 次 年度繰越 年度当初予算補助率 3 年度決算 4

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

委託・パソコン賃借料・負担
金等の精査に努める。

委託・パソコン賃借料・負担
金等の精査に努める。

複写機のリースがR７年８月
末で終了する事による機器
の入替

委託・パソコン賃借料・負担
金等の精査に努める。

委託・パソコン賃借料・負担
金等の精査に努める。

根拠法令等 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

　　建設部内でのリース契約を統合するなど経費の節減に努める。

左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 年度　～　 年度 総事業費

対象（何、誰のために） 土木課事務事業

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

事務事業を円滑に実施する

事業の内容
・土木課事務事業の事務経費の支出
・関係団体への負担金支出
・その他、土木に関すること

国土強靱化地域計画位置付の要否

予
算
科
目

一般会計

担当係 庶務係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

施政方針 道路網及び排水施設の整備

事業名 土木管理事務運営事業 事業種別

　コピー使用料金等の経費節減に努める。

担当課 土木課 課長名 大城　喜市郎

土木総務費

事業コード 393

土木管理費

５．令和４年度事業の課題

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 3

6 目 1

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

令和４年度　沖縄県治水協会会費　　45千円

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

事業コード 410

河川費

施政方針 道路網及び排水施設の整備

５．令和４年度事業の課題

事業名 準用河川改良事務運営事業 事業種別

特になし

担当課 土木課 課長名 大城　喜一郎

準用河川改良費

対象（何、誰のために） 町内準用河川

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

河川等雨水の排水システムの改善を図る

事業の内容
・準用河川の維持管理

国土強靱化地域計画位置付の要否

予
算
科
目

一般会計

担当係 計画係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

根拠法令等 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 年度　～　 年度 総事業費

沖縄県治水協会負担金の支出 沖縄県治水協会負担金の支出 沖縄県治水協会負担金の支出 沖縄県治水協会負担金の支出

補助率 3 年度決算 4 年度計画 年度計画 年度計画年度決算 次 年度繰越 年度当初予算

332 事　業　費 332332 事　業　費 332 事　業　費

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

事　業　費事　業　費 - 61 事　業　費 45 事　業　費

県支出金

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

45 一般財源 0

地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

一般財源

その他

地方債 地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

一般財源 - 61 一般財源

県支出金

その他 その他 その他

財
源
内
訳

332332 一般財源 332 一般財源 332 一般財源

その他その他 その他

地方債

県支出金

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 2

6 目 3

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

27 13 千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

令和4年度　里道及び水路の境界確定復元事業土地表示登記業務

表示登記筆数　　6筆（里道6筆）

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

事業コード 681 ５．令和４年度事業の課題

事業名 里道及び水路の境界確定復元事業 事業種別

・現状と公図上との境界に相違が多数あり、業務で得られた成果を精査した上で、適正な土地利用を検討する必要
がある。

担当課 土木課 課長名 大城　喜市郎

道路新設改良費

予
算
科
目

一般

担当係 庶務係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり 道路橋梁費

施政方針 道路網及び排水施設の整備

根拠法令等 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

対象（何、誰のために） 里道・水路等の管理を行うため

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

戦後、地籍が確定されていないまま、家屋等が建築さた箇所が多々あり、境界確定復元を
行い、里道・水路等の管理を行う

事業の内容 里道・水路等の境界確定復元を行うため、今年度は、町内を網羅する基準点測量を行う。

国土強靱化地域計画位置付の要否 否

令和５年度計画

左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 平成 年度　～　令和 年度 総事業費 134,273

・里道上に建物等が建っている箇所があれば、地権者や企業等へ里道の付け替えや用途
廃止の説明を行い、共通認識を図る。
・通年通り、小那覇工業地域を中心に里道水路の復元を進めていく。

補助率 3 年度決算 4

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

表示登記筆数　７筆 表示登記筆数　７筆 表示登記筆数　７筆 表示登記筆数　７筆

年度計画 年度計画 年度計画年度決算 次 年度繰越 年度当初予算

4,750 事　業　費 4,750

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

事　業　費 4,750 事　業　費 4,750 事　業　費事　業　費 - 4,994 事　業　費 4,741 事　業　費

県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 3,800

地方債

3,800

地方債 地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 3,995 県支出金 3,792

一般財源 - 999 一般財源

県支出金 3,800

949 一般財源 0 一般財源

その他その他 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

950950 一般財源 950 一般財源 950 一般財源

その他その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 3,800

地方債 地方債

県支出金

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 2

6 目 3

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

15 4 千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

・令和４年度までの執行額　：　３９３，３５６千円　（総事業費の９０．２％）

（単位：千円）

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

一般財源 0

0

一般財源 - 0 一般財源 981 一般財源 2,667 一般財源 0

その他 0 その他 0 その他その他

財
源
内
訳

0

県支出金 0

地方債

県支出金 8/10 0 県支出金 11,161 県支出金 34,265 県支出金

地方債 90% 0 地方債 2,500 地方債 6,400 地方債 地方債

国庫支出金 0

財
源
内
訳

県支出金 0 県支出金 0

一般財源 0 一般財源 0

国庫支出金

0 地方債 0

0 その他 その他

0

財
源
内
訳

事　業　費 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

事　業　費 0 事　業　費 0 事　業　費 0

国庫支出金 0国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

0 その他

年度計画 年度計画

事　業　費 - 0 事　業　費 14,642 事　業　費 43,332

年度繰越 年度当初予算 年度計画年度決算 4 年度決算 次補助率 3

負担金 0 0

事務費 0 0

内
訳

事業費 13,452 42,832

測量試験費 935 6,865

工事費

用地取得・面積㎡ 158.52 0.00

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

残工事を行う

事業進捗率　100％

根拠法令等 道路法第56条 関連計画等 小波津川河川改修計画、西原ﾊﾞｲﾊﾟｽ、浦添西原線

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

今年度（明繰予算）の整備完了。

11,240 35,967

用地費 1,277 0

補償費 0 0

R4年度 R4年度繰越

左記計画に基づく取組の交付金等名称 沖縄振興公共投資交付金

事業期間 平成 年度　～　令和 年度 総事業費 436,188

道路新設改良費

対象（何、誰のために） 道路利用者及び近隣住民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

本路線整備により、地域交通の安全性の確保及び利便性の向上を図ると伴に、河川と一体
的に整備することにより、親しみと憩いの場を提供する。

事業の内容
本路線は、小波津川（二級河川）の河川沿い道路で国道３２９号西原バイパスを起点とし、国道３２９号を終点
とする道路である。本路線の周辺にはマリンパーク・東崎公園等の公共施設があり、河川と道路が一体となっ
た緑の骨格軸・ネットワークの構築を計画している。

国土強靱化地域計画位置付の要否 要

予
算
科
目

一般会計

担当係 土木係・用地係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力あるまちづくり

５．令和４年度事業の課題

事業名 小波津川北線道路整備事業 事業種別

特になし

担当課 土木課 課長名 大城　喜市郎

事業コード 397

道路橋梁費

施政方針 道路網及び排水施設の整備

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続

小波津川北線
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 2

6 目 3

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

15 10 千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

・令和４年度までの執行額　：　８１４，６２３千円　（総事業費の７５．９％）

（単位：千円）

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

1,5001,259 一般財源 1,680 一般財源 1,500 一般財源

その他 00 その他 0 その他 0

145 一般財源 0 一般財源

その他その他 0 その他 0 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

地方債 9,000

県支出金 40,000

地方債 90% 900 地方債 0 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金 0

県支出金 8/10 4,178 県支出金 0

一般財源 - 144 一般財源

0

県支出金 2,781

600

財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0

県支出金 41,374 県支出金 40,000

地方債 9,300 地方債 9,000

50,500 事　業　費 50,500

財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0

事　業　費 4,640 事　業　費 52,354 事　業　費事　業　費 - 5,222 事　業　費 145 事　業　費

県支出金

年度計画 年度計画 年度計画年度決算 次 年度繰越 年度当初予算年度決算 4

事務費 0 0

用地取得・面積㎡ 0.00 0.00

内
訳

事業費 0 0

測量試験費 0 0

工事費

補助率 3

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

用地・物件補償を行う

　　用地取得面積
　　　　6.60㎡（2筆）

事業進捗率　76.2％

工事
用地・物件補償を行う

　　道路整備　　260ｍ
　　用地取得面積
　　　　0.63㎡（1筆）

事業進捗率　81.1％

工事を行う

　　道路整備　　200ｍ

事業進捗率　85.7％

工事を行う

　　道路整備　　200ｍ

事業進捗率　90.4％

根拠法令等 道路法第56条 関連計画等 小波津川河川改修計画、西原ﾊﾞｲﾊﾟｽ、浦添西原線

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

早期に工事を進捗させ、河川事業（県）と一体的な整備を図る必要がある。
事業期間の延長予定。（R8→R10）

0 0

用地費 0 0

補償費 0 0

R4年度現年 R4年度繰越

左記計画に基づく取組の交付金等名称 沖縄振興公共投資交付金

事業期間 平成 年度　～　令和 年度 総事業費 1,073,158

道路新設改良費

対象（何、誰のために） 道路利用者及び近隣住民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

本路線整備により、地域交通の安全性の確保及び利便性の向上を図ると伴に、河川と一体
的に整備することにより、親しみと憩こいの場を提供する。

事業の内容
本路線は、小波津川（二級河川）の河川沿い道路で国道３２９号西原バイパスを起点とし、町シンボルロード
を終点とする道路である。本路線の周辺にはマリンパーク・東崎公園等の公共施設があり、河川と道路が一
体となった緑の骨格軸・ネットワークの構築を計画している。

国土強靱化地域計画位置付の要否 要

予
算
科
目

一般会計

担当係 土木係・用地係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力あるまちづくり

５．令和４年度事業の課題

事業名 小波津川南線道路整備事業 事業種別

特になし

担当課 土木課 課長名 大城　喜市郎

事業コード 398

道路橋梁費

施政方針 道路網及び排水施設の整備

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続

小波津川南線
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 2

6 目 3

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

15 10 千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

・令和４年度までの執行額：1,440,846千円（総事業費の66.4％）

（単位：千円）

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

その他

地方債

その他 その他

0 一般財源 0 一般財源 0 一般財源

その他

県支出金

一般財源 - 230 一般財源 3,711 一般財源

その他 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

45,000

地方債 地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

6,208 一般財源

地方債

0

事　業　費 166,911 事　業　費 241,750 事　業　費

県支出金 6/7,10/10 213,576 県支出金 26,580 県支出金 54,685 県支出金 185,432 財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

166,911 県支出金 241,750財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

年度計画

事　業　費 - 213,806 事　業　費 30,291 事　業　費 60,893 事　業　費

年度当初予算 年度計画 年度計画4 年度決算 次 年度繰越

45,000185,432

補助率 3 年度決算

0

需要費 140 0

手数料 41 0

工事を行う

Ｒ６　整備計画
・6号車道橋下部工（A2）

事業進捗率　82.6％

工事を行う

Ｒ７　整備計画
・6号車道橋上部工

事業進捗率　93.8％

工事を行う

Ｒ８　整備計画
・小波津屋部線

事業進捗率　95.8％

測量試験費 17,990 40,333

工事費 12,120 20,560

用地費

用地取得・面積㎡ 0.00 0.00

内
訳

事業費 30,291 60,893

工事を行う

Ｒ５　整備計画
・6号車道橋下部工（A1）

事業進捗率　74.9％

0 0

補償費 0

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画 令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

R4年度現年 R4年度繰越

年度 総事業費 2,170,019

根拠法令等 河川法 関連計画等 小波津川沿川まちづくり計画

河川事業（県）と密に調整しながら一体的な整備を図りたい。
事業の内容

本事業は、小波津川（二級河川）の拡幅工事に伴う橋梁の架替えと国道３２９号を起点とし、町シンボルロー
ドを終点とする河川沿いの道路整備を対象としいる。河川と道路が一体となった緑の骨格軸・ネットワークの
構築を計画している。

国土強靱化地域計画位置付の要否 要 左記計画に基づく取組の交付金等名称 道路新設改良費県負担金

事業期間 平成 年度　～　令和

対象（何、誰のために） 道路利用者及び近隣住民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

本路線整備により、地域交通の安全性の確保及び利便性の向上を図ると伴に、河川と一体
的に整備することにより、親しみと憩こいの場を提供する。

課長名 大城　喜市郎
予
算
科
目

一般会計

担当係 土木係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり 道路橋梁費

事業名 小波津川改修事業 事業種別

特になし

担当課 土木課

施政方針 道路網及び排水施設の整備 道路新設改良費

事業コード 404 ５．令和４年度事業の課題

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続

小波津屋部線
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 2

6 目 3

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

18 9 千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

・令和４年度までの執行額：１，３００，２８６千円（総事業費の８３．４％）

（単位：千円）

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

事業コード 445

道路橋梁費

施政方針 道路網及び排水施設の整備

５．令和４年度事業の課題

事業名 兼久仲伊保線道路整備事業 事業種別

特になし

担当課 土木課 課長名 大城　喜市郎

左記計画に基づく取組の交付金等名称 沖縄振興公共投資交付金

事業期間 平成 年度　～　令和 年度 総事業費 1,559,999

道路新設改良費

対象（何、誰のために） 道路利用者及び近隣住民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

本路線整備により、車両の通行がスムーズになり、地域交通の安全性の確保及び利便性の
向上を図る。

事業の内容

本路線は、臨港２号線から町道小那覇マリンタウン線に接道する道路である。本路線周辺には、西原東中学
校・マリンパーク・東崎公園等の公共施設や東崎工業地域・東崎住宅地域がある。通勤通学路及び事業所の
流通として利用されておりますが、現況道路幅員が４ｍ程と狭く、歩行者の安全確保や車両等のすれ違いが
困難な状況にある。また、大雨時の路面冠水や路面の不陸化も生じているため、本路線を整備する。

国土強靱化地域計画位置付の要否 要

予
算
科
目

一般会計

担当係 土木係、用地係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

工事
用地・物件補償を行う
　
道路整備　80ｍ
用地取得面積
　　　114.01㎡（1筆）
工作物補償　1件
　
事業進捗率　87.2％

工事
用地・物件補償を行う

道路整備　100ｍ
用地取得面積
　　　839.41㎡（2筆）
工作物補償　2件
　
事業進捗率　90.5％

工事

道路整備　90ｍ

事業進捗率　93.1％

用地・物件補償を行う

用地取得面積
　　　280.39㎡（2筆）
物件補償　2件
　
事業進捗率　98.4％

根拠法令等 道路法第56条 関連計画等 浦添西原線、東崎兼久線

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

早期に用地買収及び物件補償等を解決し、生活環境の改善を図る必要がある。
ハード交付金の配分額によっては事業期間の延長予定。

R4年度現年 R4年度繰越

内
訳

事業費 1,806 902

測量試験費 1,806 902

工事費

事務費 0 0

用地取得・面積㎡ 0.00 0.00

0 0

用地費 0 0

補償費 0 0

次 年度繰越補助率 3 年度決算

事　業　費 52,238 事　業　費 40,500 事　業　費 83,112

年度計画

事　業　費 - 823 事　業　費 1,894 事　業　費 902 事　業　費 61,472

年度当初予算 年度計画 年度計画4 年度決算

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

一般財源 - 823 一般財源

その他

0

財
源
内
訳

国庫支出金 0

県支出金 8/10 県支出金 1,445 県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

国庫支出金

47,893 県支出金 41,282 県支出金

0

財
源
内
訳

国庫支出金

32,000 県支出金 66,381

地方債 90% 地方債 300 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

149

その他 0 その他 0 その他 0

14,900

その他 0 その他 その他

10,700 地方債 9,200 地方債 7,200 地方債

一般財源 1,300 一般財源 1,831一般財源 902 一般財源 2,879 一般財源 1,756

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続

兼久仲伊保線

223



１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 2

6 目 3

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

21 7 千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

・令和４年度までの執行額： ３３４，６７１千円（総事業費の４０．７％）

（単位：千円）

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

担当係 土木係、用地係 土木費

まちづくり基本条例

本路線は、終点部で施行中の西原西地区土地区画整理事業地区内の都市計画道路の延
伸である。区画整理事業と連携し本町の西の玄関口にふさわしいまちづくりの推進を図る必
要がある。
ハード交付金の配分額によっては事業期間の延長予定。

事業の内容

本路線は、一般国道３３０号西原バイパスを起点とし、県道浦添西原線を終点とする道路である。本路線周
辺には、国立療養所沖縄病院、国立大学法人琉球大学、同付属病院といった公共施設や沖縄自動車西原イ
ンター、西原西地区土地区画整理事業地区等がある。しかし、周辺道路の幅員が４ｍ程度と狭く、歩行者の
安全性確保や車両等のすれ違いが困難な状況となっている為、本路線を整備する。幅員9.5ｍ、延長770ｍ。

国土強靱化地域計画位置付の要否 要

根拠法令等 道路法第56条 関連計画等 西原西地区土地区画整理事業

事業コード 534 ５．令和４年度事業の課題

事業名 森川翁長線道路整備事業 事業種別

特になし。

担当課 土木課 課長名 大城　喜市郎

道路新設改良費

予
算
科
目

豊かで活力あるまちづくり 道路橋梁費

施政方針 道路網及び排水施設の整備

一般会計

３．令和 ４ 年度の実績・成果

対象（何、誰のために） 森川、徳佐田、棚原地区

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

西地区区画整理事業のまちづくりの推進及び西原インターへのアクセス向上を図る

左記計画に基づく取組の交付金等名称 沖縄振興公共投資交付金

事業期間 平成 年度　～　令和 年度 総事業費 847,000

R4年度 R4年度繰越

事業費 0 0

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

用地購入を行う

用地取得面積
　　　627.3㎡（2筆）

事業進捗率　41.4％

工事
物件補償を行う

道路整備　68ｍ
物件補償　2件

事業進捗率　45.9％

工事
用地・物件補償を行う

道路整備　45ｍ
用地取得面積
　　718.58㎡（2筆）
物件補償　1件
　
事業進捗率　49.6％

工事
用地購入を行う

道路整備　60ｍ
用地取得面積
　　　1559.86㎡（3筆）

事業進捗率　55.0％

 用地取得面積㎡ 0.00 0.00

令和５年度計画

3

補償費 0 0

事務費 0 0

内
訳

測量試験費 0 0

工事費 0 0

用地費 0 0

年度計画 年度計画

事　業　費 - 43 事　業　費 43 事　業　費

年度繰越 年度当初予算 年度計画年度決算 4 年度決算 次補助率

事　業　費 46,201

財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

事　業　費 6,784 事　業　費 38,772 事　業　費 31,855

国庫支出金 0国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

その他 0 その他

4,990

1,100

その他

0

財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

県支出金 30,616 県支出金 24,975

一般財源 1,356 一般財源 1,280

国庫支出金

6,800 地方債 5,600 地方債

県支出金 8/10 0 県支出金 0 県支出金 県支出金

地方債 90% 0 地方債 0 地方債 地方債 地方債

一般財源 1,547

0

一般財源 - 43 一般財源 43 一般財源 0 一般財源 694

その他 0 その他 0 その他その他

財
源
内
訳

8,200

県支出金 36,454

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 4

6 目 6

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

21 7 千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

道路整備工事を行った

道路用地購入・補償を行った

用地取得面積 251.39㎡

事業進捗率　89.0％

（単位：千円）

工事を行う 工事を行う 工事を行う

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

一般財源 0一般財源 - 43,348 一般財源 6,295 一般財源 1,104 一般財源 3,062

その他 0 その他 0 その他その他

財
源
内
訳

県支出金

地方債

県支出金 12,675 県支出金 64,061 県支出金 30,756 県支出金

地方債 2,900 地方債 14,400 地方債 6,900 地方債 地方債

国庫支出金 0

財
源
内
訳

県支出金 64,000 県支出金 61,078

一般財源 2,103 一般財源 2,072

国庫支出金

14,400 地方債 13,700

0 その他

59,440

13,300

その他

0

財
源
内
訳

事　業　費

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

事　業　費 75,802 事　業　費 80,503 事　業　費 76,850

国庫支出金国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

その他

年度計画 年度計画

事　業　費 - 58,923 事　業　費 84,756 事　業　費 38,760

年度繰越 年度当初予算 年度計画年度決算 4 年度決算 次補助率 3

26,799 26,637

用地費 32,204 8,898

補償費 21,073 2,360

内
訳

事業費 80,076 38,445

測量試験費 550

工事費

事務費

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

根拠法令等 都市計画法第６０条、道路法第８条 関連計画等 都市基本計画

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

西原町都市計画マスタープランでは、「町の顔」となるシンボル的な地区幹線道路として位置
づけている重要な路線であり、公共施設ゾーンと市街地を結ぶアクセス機能強化を図るべ
く、また通行車両、歩行者に対しての安全の確保を図るべく、早急な整備を目指す。

R4年度現年 R4年度繰越

左記計画に基づく取組の交付金等名称 沖縄振興公共投資交付金

事業期間 平成 年度　～　令和 年度 総事業費 2,456,426

対象（何、誰のために） 兼久、東崎地域

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

地域交通の安全性確保やマリンタウン地区へのアクセス道路として、利便性の向上。地域
振興に寄与する。

事業の内容
本路線は、町道兼久仲伊保線から国道329号を交差し、町道与那城呉屋線までの、幅員20m、道路延長
580mの街路整備事業である。

国土強靱化地域計画位置付の要否 要

予
算
科
目

一般会計

担当係 用地係・土木係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

５．令和４年度事業の課題

事業名 東崎兼久線街路整備事業 事業種別

国や県との協議や、支障物件占用者との協議も行いながら、用地買収済みの道路用地箇所を対象として、工事を進
めていく

担当課 土木課 課長名 大城　喜市郎

街路事業費

事業コード 559

都市計画費

施政方針 道路網及び排水施設の整備

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続

東崎兼久線

東崎兼久線
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 4

6 目 6

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

28 10 千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

物件調査を行った

用地買収・物件補償を行った

用地取得面積 299.75㎡

事業進捗率　11.6％

物件調査を行う 物件調査を行う 物件調査を行う 物件調査を行う

（単位：千円） 用地買収・物件補償を行う 用地買収・物件補償を行う 用地買収・物件補償を行う 用地買収・物件補償を行う

工事を行う 工事を行う

事業進捗率　17.4％ 事業進捗率　31.6％ 事業進捗率　52.2％ 事業進捗率　72.7％

４．事業費 （単位：千円）

5 6 7 8

用地取得面積 6282.4㎡（42筆）用地取得面積 180.82㎡（1筆） 用地取得面積 6282.4㎡（42筆） 用地取得面積 6282.4㎡（42筆）

65,400 地方債

一般財源 7,999 一般財源 7,999

18,600 地方債 45,100 地方債

291,049 県支出金 291,049

その他 0 その他 0

65,400

0

財
源
内
訳

2,816 一般財源 5,189

0 その他 その他 その他 0

1,400 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

4,518 一般財源 938 一般財源

国庫支出金 0

県支出金 40,240 県支出金 6,590 県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

国庫支出金

82,960 県支出金 200,607 県支出金

0

財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

一般財源 - 3,680 一般財源

その他

9,000 地方債

その他

事　業　費 250,896 事　業　費 364,448 事　業　費 364,448

年度計画

事　業　費 - 52,920 事　業　費 12,508 事　業　費 938 事　業　費 104,376

年度当初予算 年度計画 年度計画4 年度決算 次 年度繰越

事務費

補助率 3 年度決算

用地費 3,656

補償費 964

内
訳

事業費 8,239 0

測量試験費 3,619 0

工事費

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

R4年度現年 R4年度繰越

根拠法令等 都市計画法 第60条、道路法 第8条 関連計画等 都市計画マスタープラン

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

西原町都市計画マスタープランでは、「町の顔」となるシンボル的な地区幹線道路として位置
づけている重要な路線であり、公共施設ゾーンと市街地を結ぶアクセス機能強化を図るべ
く、また通行車両、歩行者に対しての安全の確保を図るべく、早急な整備を目指す。

左記計画に基づく取組の交付金等名称 沖縄振興公共投資交付金

事業期間 平成 年度　～　令和 年度 総事業費 1,769,000

対象（何、誰のために） 町民及び道路利用者

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

地域交通の安全性確保やマリンタウン地区へのアクセス道路として、利便性の向上。地域
振興に寄与する。

事業の内容

本事業は、シンボルロード計画の中の東崎兼久線終点を起点とし、安室交差点(仮称)を終点とする路線で
す。当該路線周辺は、小学校、幼稚園、図書館、中央公民館、西原町役場等の公共施設が立地し、通勤・通
学等の歩行者が多く利用していますが、現道幅員が約7mから9m(片側歩道1m～2m)の道路と狭く、歩行者の
安全確保や車両のすれ違いが困難な状況にあるため、幅員20ｍに拡幅します。道路延長約680ｍの街路整
備事業です。

国土強靱化地域計画位置付の要否 要

予
算
科
目

一般会計

担当係 土木係、用地係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

５．令和４年度事業の課題

事業名 兼久安室線街路整備事業 事業種別

　他街路事業との兼ね合いがあり、事業進捗の遅れがでている。
　令和6年度までの事業期間となっているため、当該年度中に、県へ事業期間延長に関する事業変更認可申請を行
い、承認を得る必要がある。

担当課 土木課 課長名 大城　喜市郎

街路事業費

事業コード 675

都市計画費

施政方針 道路網及び排水施設の整備

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続

本事業：兼久安室線街路整備事業(街路事業)

呉屋安室線道路整備事業(道路事業)

安室交差点(仮称)
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 2

6 目 3

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

28 14 千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

・令和４年度までの執行額： １３３，６７６千円（総事業費の13.4％）

（単位：千円）

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

一般財源 2,820

0

一般財源 - 0 一般財源 0 一般財源 0 一般財源 523

その他 0 その他 0 その他その他

財
源
内
訳

20,000

県支出金 90,736

地方債

県支出金 8/10 0 県支出金 0 県支出金 県支出金

地方債 90% 0 地方債 0 地方債 地方債 地方債

国庫支出金 0

財
源
内
訳

県支出金 4,999 県支出金 25,439

一般財源 284 一般財源 794

国庫支出金

1,100 地方債 5,700

0 その他

11,956

2,600

その他

0

財
源
内
訳

事　業　費 113,556

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

事　業　費 15,079 事　業　費 6,383 事　業　費 31,933

国庫支出金 0国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

その他

年度計画 年度計画

事　業　費 - 0 事　業　費 0 事　業　費

年度繰越 年度当初予算 年度計画年度決算 4 年度決算 次補助率 3

負担金 0 0

事務費 0 0

内
訳

事業費 0 0

測量試験費 0 0

工事費

用地取得・面積㎡ 0.00 0.00

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

用地購入を行う

用地取得面積
　　　353.0㎡（2筆）

事業進捗率　14.9％

用地購入を行う

用地取得面積
　　　217.0㎡（1筆）

事業進捗率　15.5％

用地購入を行う

用地取得面積
　　　653.4㎡（2筆）

事業進捗率　18.7％

用地・補償を行う

用地取得面積
　　　44.0㎡（1筆）
物件補償　1件
　
事業進捗率　30.0％

根拠法令等 道路法第56条 関連計画等 浦添西原線、、小波津川河川改修計画、兼久安室線

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

西原町都市計画マスタープランでは、「町の顔」となるシンボル的な地区幹線道路として位置
づけている重要な路線であり、公共施設ゾーンと市街地を結ぶアクセス機能強化、また通行
車両、歩行者に対しての安全の確保を図る必要がある。
ハード交付金の配分額によっては事業期間の延長予定。

0 0

用地費 0 0

補償費 0 0

R4年度 R4年度繰越

左記計画に基づく取組の交付金等名称 沖縄振興公共投資交付金

事業期間 平成 年度　～　令和 年度 総事業費 1,000,000

道路新設改良費

対象（何、誰のために） 町民及び道路利用者

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

地域交通の安全性確保やマリンタウン地区へのアクセス道路として、利便性の向上。地域
振興に寄与する。

事業の内容

本事業は、シンボルロード計画の中の県道浦添西原線を起点とし、安室交差点(仮称)付近を終点とする路線
です。当該路線周辺は、図書館、中央公民館、西原町役場等の公共施設が立地し、通勤・通学等の車両が
多く利用しています。現道の幅員は車道部分で約6mと狭い部分もある中、大型車両のすれ違い時は自転車
は歩道に乗り上げて走行するなど危険な状況です。歩行者の安全確保や車両のすれ違いが困難な状況に
あるため、幅員20ｍに拡幅します。道路延長440ｍの道路整備事業です。

国土強靱化地域計画位置付の要否 要

予
算
科
目

一般会計

担当係 土木係・用地係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

５．令和４年度事業の課題

事業名 呉屋安室線道路整備事業　(シンボルロード) 事業種別

特になし

担当課 土木課 課長名 大城　喜市郎

事業コード 713

道路橋梁費

施政方針 道路網及び排水施設の整備

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続

兼久安室線街路整備事業(街路事業)

本事業：呉屋安室線道路整備事業(道路事業)

安室交差点(仮称)
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 2

6 目 3

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

4 7 千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

・令和４年度までの執行額： １，３１６９千円（総事業費の７．７％）

（単位：千円）

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

事業コード 750

道路橋梁費

施政方針 道路網及び排水施設の整備

５．令和４年度事業の課題

事業名 棚原１号線防災対策事業 事業種別

特になし

担当課 土木課 課長名 大城　喜市郎

左記計画に基づく取組の交付金等名称 社会資本整備総合交付金

事業期間 年度　～　令和 年度 総事業費 172,057

道路新設改良費

対象（何、誰のために） 道路利用者及び近隣住民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

崩壊の恐れがあるため、防災対策を図る

事業の内容

　棚原１号線は、全体的に路肩に比高差２～７ｍの切土斜面が存在し、表層土砂の移動により路肩が崩れ、
アスファルト舗装に連続した亀裂が生じている。また、附属したガードレール支柱も傾倒し、効果が得られない
状態である。道路としての機能は損なわれ、路肩崩壊によって安全性が危惧される。非常に危険な状態にあ
るため、早急な対策工法の実施が必要である。

国土強靱化地域計画位置付の要否 要

予
算
科
目

一般会計

担当係 土木係、用地係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力あるまちづくり

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

用地調査
用地購入を行う
　
用地取得面積
　　　41.39㎡（6筆）

事業進捗率　33.3％

工事を行う

整備計画　56ｍ

事業進捗率　64.3％

工事を行う

整備計画　70ｍ

事業進捗率　100.0％

根拠法令等 社会資本整備総合交付金　P11 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

　令和5年度から用地調査及び用地交渉を行う。

0 0

用地費 0 0

補償費 0 0

R4年度 R4年度繰越

3

負担金 0 0

事務費 0 0

内
訳

事業費 13,169 0

測量試験費 13,169 0

工事費

用地取得・面積㎡ 0.00 0.00

年度計画 年度計画

事　業　費 - 6,152 事　業　費 13,377 事　業　費

年度繰越 年度当初予算 年度計画年度決算 4 年度決算 次補助率

事　業　費

財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

国庫支出金 10,535

財
源
内
訳

事　業　費 76,755 事　業　費 53,853 事　業　費 61,966

国庫支出金国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

0 その他 0 その他

60,800

13,600

その他

42,682

財
源
内
訳

国庫支出金 49,173

財
源
内
訳

県支出金 0 県支出金 0

一般財源 1,571 一般財源 1,793

国庫支出金

9,600 地方債 11,000 地方債

県支出金 0 県支出金 0 県支出金 県支出金

地方債 0 地方債 2,300 地方債 地方債 地方債

一般財源 0一般財源 - 6,152 一般財源 542 一般財源 0 一般財源 2,355

その他 0 その他 0 その他その他

財
源
内
訳

県支出金

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 2

6 目 4

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

4 6 千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

（単位：千円）

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

その他 0 その他 0 その他その他

一般財源 - 0 一般財源 0 一般財源 300 一般財源 0

財
源
内
訳

0 県支出金 県支出金 県支出金 0

一般財源 1,200 一般財源 0

国庫支出金

0

県支出金 0

地方債 5,900 地方債 0 地方債

一般財源 0

0

0 事　業　費 33,500 事　業　費 0

国庫支出金 0国庫支出金 9,600

財
源
内
訳

国庫支出金

その他 その他

26,400

財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

県支出金 0財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

事　業　費

その他 0

地方債 地方債 0 地方債 2,100 地方債

県支出金 県支出金

年度計画 年度計画

事　業　費 - 事　業　費 0 事　業　費 12,000

年度繰越 年度予算 年度計画年度決算 4 年度決算 次

事　業　費 0

事務費 0 0

補助率 3

0 0

用地費 0 0

補償費 0 0

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

事業進捗率　26.7％

工事を行う

整備計画　2.3ｍ

事業進捗率　100.0％

根拠法令等 関連計画等 橋梁等長寿命化修繕計画

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

５年毎に実施する橋梁長寿命化点検により橋梁の健全化を図る。

R4年度 R4年度繰越

内
訳

事業費 0 12,000

測量試験費 0 12,000

工事費

左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 令和 年度　～　令和 年度 総事業費 45,000

橋梁新設改良費

対象（何、誰のために） 道路利用者及び近隣住民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

町管理の橋梁の点検及び適正な時期の維持修繕、架替を行い、安全な交通を確保する。

事業の内容
橋梁等長寿命化修繕計画に基づき、補修を行う。
延長Ｌ＝2.3m　W=15.8ｍ

国土強靱化地域計画位置付の要否 要

予
算
科
目

一般会計

担当係 土木係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力あるまちづくり

道路メンテナンス事業費補助

５．令和４年度事業の課題

事業名 桃原池田線函渠長寿命化修繕事業 事業種別

特になし

担当課 土木課 課長名 大城　喜市郎

事業コード 886

道路橋梁費

施政方針 道路網及び排水施設の整備

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 2

6 目 4

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

4 6 千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

（単位：千円）

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

事業コード 924

道路橋梁費

施政方針 道路網及び排水施設の整備

５．令和４年度事業の課題

事業名 小那覇線函渠長寿命化修繕事業 事業種別

特になし

担当課 土木課 課長名 大城　喜市郎

左記計画に基づく取組の交付金等名称 道路メンテナンス事業費補助

事業期間 令和 年度　～　令和 年度 総事業費 22,000

橋梁新設改良費

対象（何、誰のために） 道路利用者及び近隣住民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

町管理の橋梁の点検及び適正な時期の維持修繕、架替を行い、安全な交通を確保する。

事業の内容
橋梁等長寿命化修繕計画に基づき、補修を行う。
延長Ｌ＝4.6m　W=4.2ｍ

国土強靱化地域計画位置付の要否 要

予
算
科
目

一般会計

担当係 土木係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力あるまちづくり

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

事業進捗率　26.7％

工事を行う

整備計画　4.6ｍ

事業進捗率　100.0％

根拠法令等 関連計画等 橋梁等長寿命化修繕計画

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

５年毎に実施する橋梁長寿命化点検により橋梁の健全化を図る。

R4年度 R4年度繰越

内
訳

事業費 0 5,625

測量試験費 0 5,625

工事費

事務費 0 0

補助率 3

0 0

用地費 0 0

補償費 0 0

年度計画 年度計画

事　業　費 - 事　業　費 0 事　業　費 5,625

年度繰越 年度予算 年度計画年度決算 4 年度決算 次

事　業　費

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

事　業　費

その他 0

地方債 地方債 0 地方債 800 地方債

県支出金 県支出金

0 事　業　費 16,875 事　業　費

国庫支出金国庫支出金 4,500

財
源
内
訳

国庫支出金

その他 その他

13,100

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

県支出金 0

一般財源 875 一般財源 0

国庫支出金

県支出金

地方債 2,900 地方債 地方債

一般財源 0

その他 0 その他 その他その他

一般財源 - 0 一般財源 0 一般財源 325 一般財源 0

財
源
内
訳

0 県支出金 県支出金 県支出金

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 2

6 目 4

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

廃止・休止

6 7 千円 完了

７．今後の事業計画

（単位：千円）

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

担当課 土木課 課長名 大城　喜市郎
予
算
科
目

施政方針 道路網及び排水施設の整備 橋梁新設改良費

一般会計

事業コード 0

事業名 我謝・与原線（我謝与原橋）長寿命化修繕事業 事業種別

担当係 土木係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力あるまちづくり 道路橋梁費

町管理の橋梁の点検及び適正な時期の維持修繕、架替を行い、安全な交通を確保する。

事業の内容
橋梁等長寿命化修繕計画に基づき、更新を行う。
延長Ｌ＝2.9m　W=5.5ｍ

対象（何、誰のために） 道路利用者及び近隣住民

国土強靱化地域計画位置付の要否 要 左記計画に基づく取組の交付金等名称 道路メンテナンス事業費補助

令和 年度　～　令和 年度

令和８年度計画

総事業費

令和５年度計画 令和６年度計画

５年毎に実施する橋梁長寿命化点検により橋梁の健全化を図る。

37,000

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

根拠法令等 関連計画等 橋梁等長寿命化修繕計画

事業期間

工事を行う

事業進捗率　100.0％

詳細設計を行う

事業進捗率　32.4％

3 年度決算

令和７年度計画

R4年度 R4年度繰越

4 年度決算 次 年度繰越

0

３．令和 ４ 年度の実績・成果

工事費 0 0内
訳

事業費 0 0

測量試験費

0

年度計画

事　業　費 - 0 事　業　費 0 事　業　費 事　業　費

年度当初予算 年度計画 年度計画

事　業　費 12,000 事　業　費 25,000 事　業　費

補助率

県支出金

地方債

0

0

県支出金 県支出金 0 県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金 9,600

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 0 県支出金

0

財
源
内
訳

国庫支出金

0

その他

0

その他

4,500 地方債

0 県支出金

国庫支出金20,000

財
源
内
訳

地方債 地方債 0 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

財
源
内
訳

国庫支出金

一般財源 - 0 一般財源

0 その他

国庫支出金

５．令和４年度事業の課題

一般財源 500 一般財源 0一般財源 0 一般財源 0 一般財源 300

その他 0 その他 0 その他 0その他

地方債 2,100 地方債

0 0

0

補償費 0 0

事務費 0 0

用地費

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続

町道 我謝・与原線 L=400.5m

我謝与原橋
L=2.9m
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 2

6 目 4

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

廃止・休止

8 9 千円 完了

７．今後の事業計画

（単位：千円）

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

対象（何、誰のために） 道路利用者及び近隣住民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

町管理の橋梁の点検及び適正な時期の維持修繕、架替を行い、安全な交通を確保する。

事業の内容
橋梁等長寿命化修繕計画に基づき、補修を行う。
延長Ｌ＝3.5m　W=5.0ｍ

国土強靱化地域計画位置付の要否

事業コード 0

事業名 掛保久線（NO.11）長寿命化修繕事業 事業種別

要 左記計画に基づく取組の交付金等名称 道路メンテナンス事業費補助

担当課 土木課 課長名 大城　喜市郎
予
算
科
目

施政方針 道路網及び排水施設の整備 橋梁新設改良費

一般会計

担当係 土木係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力あるまちづくり 道路橋梁費

令和８年度計画

総事業費

令和５年度計画 令和６年度計画

５年毎に実施する橋梁長寿命化点検により橋梁の健全化を図る。

11,500

補助率 3 年度決算

令和７年度計画

R4年度 R4年度繰越

内
訳

事業費 0 0

測量試験費 0 0

用地費 0 0

補償費 0 0

事務費 0 0

5,000

年度計画

事　業　費 - 0 事　業　費 0 事　業　費 事　業　費

年度当初予算 年度計画 年度計画4 年度決算 次 年度繰越

4,000

県支出金 県支出金 0 県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 0 県支出金

0

財
源
内
訳

国庫支出金国庫支出金

事　業　費 0 事　業　費 0 事　業　費

0

地方債 地方債 0 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

0

900

その他 その他

0 地方債

0 県支出金

国庫支出金

財
源
内
訳

財
源
内
訳

国庫支出金

一般財源 - 0 一般財源

0 その他

0

財
源
内
訳

５．令和４年度事業の課題

一般財源 0 一般財源 100一般財源 0 一般財源 0 一般財源 0

その他 0 その他 0 その他 0その他

地方債 0 地方債

根拠法令等 関連計画等 橋梁等長寿命化修繕計画

３．令和 ４ 年度の実績・成果

事業期間

工事費 0 0

令和 年度　～　令和 年度

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続

掛保久線（NO.11）

L=3.5ｍ

232



１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 2

6 目 4

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

廃止・休止

7 8 千円 完了

７．今後の事業計画

（単位：千円）

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

対象（何、誰のために） 道路利用者及び近隣住民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

町管理の橋梁の点検及び適正な時期の維持修繕、架替を行い、安全な交通を確保する。

事業の内容
橋梁等長寿命化修繕計画に基づき、更新（架替）を行う。
延長Ｌ＝5.0m　W=6.3ｍ

国土強靱化地域計画位置付の要否

事業コード 0

事業名 小那覇・掛保久線（NO.8）長寿命化修繕事業 事業種別

要 左記計画に基づく取組の交付金等名称 道路メンテナンス事業費補助

担当課 土木課 課長名 大城　喜市郎
予
算
科
目

施政方針 道路網及び排水施設の整備 橋梁新設改良費

一般会計

担当係 土木係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力あるまちづくり 道路橋梁費

令和８年度計画

総事業費

令和５年度計画 令和６年度計画

５年毎に実施する橋梁長寿命化点検により橋梁の健全化を図る。

14,500

補助率 3 年度決算

令和７年度計画

R4年度 R4年度繰越

内
訳

事業費 0 0

測量試験費 0 0

用地費 0 0

補償費 0 0

事務費 0 0

9,500

年度計画

事　業　費 - 0 事　業　費 0 事　業　費 事　業　費

年度当初予算 年度計画 年度計画4 年度決算 次 年度繰越

7,200

県支出金 県支出金 0 県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 0 県支出金

0

財
源
内
訳

国庫支出金国庫支出金

事　業　費 0 事　業　費 5,000 事　業　費

0

地方債 地方債 0 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

0

1,600

その他 その他

900 地方債

0 県支出金

国庫支出金

財
源
内
訳

財
源
内
訳

国庫支出金

一般財源 - 0 一般財源

0 その他

4,000

財
源
内
訳

５．令和４年度事業の課題

一般財源 100 一般財源 700一般財源 0 一般財源 0 一般財源 0

その他 0 その他 0 その他 0その他

地方債 0 地方債

根拠法令等 関連計画等 橋梁等長寿命化修繕計画

３．令和 ４ 年度の実績・成果

事業期間

工事費 0 0

令和 年度　～　令和 年度

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続

小那覇・掛保久

（NO.8）
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 2

6 目 4

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

廃止・休止

8 9 千円 完了

７．今後の事業計画

（単位：千円）

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

根拠法令等 関連計画等 橋梁等長寿命化修繕計画

３．令和 ４ 年度の実績・成果

事業期間

工事費 0 0

令和 年度　～　令和 年度

５．令和４年度事業の課題

一般財源 0 一般財源 100一般財源 0 一般財源 0 一般財源 0

その他 0 その他 0 その他 0その他

地方債 0 地方債 0 地方債

0 県支出金

国庫支出金

財
源
内
訳

財
源
内
訳

国庫支出金

一般財源 - 0 一般財源

0 その他

0

財
源
内
訳

事　業　費 0 事　業　費 0 事　業　費

0

地方債 地方債 0 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

0

900

その他 その他

4,000

県支出金 県支出金 0 県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 0 県支出金

0

財
源
内
訳

国庫支出金国庫支出金

5,000

年度計画

事　業　費 - 0 事　業　費 0 事　業　費 事　業　費

年度当初予算 年度計画 年度計画4 年度決算 次 年度繰越補助率 3 年度決算

令和７年度計画

R4年度 R4年度繰越

内
訳

事業費 0 0

測量試験費 0 0

用地費 0 0

補償費 0 0

事務費 0 0

令和８年度計画

総事業費

令和５年度計画 令和６年度計画

５年毎に実施する橋梁長寿命化点検により橋梁の健全化を図る。

9,500

担当課 土木課 課長名 大城　喜市郎
予
算
科
目

施政方針 道路網及び排水施設の整備 橋梁新設改良費

一般会計

担当係 土木係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力あるまちづくり 道路橋梁費

対象（何、誰のために） 道路利用者及び近隣住民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

町管理の橋梁の点検及び適正な時期の維持修繕、架替を行い、安全な交通を確保する。

事業の内容
橋梁等長寿命化修繕計画に基づき、補修を行う。
延長Ｌ＝2.8m　W=6.6ｍ

国土強靱化地域計画位置付の要否

事業コード 0

事業名 内間・小橋川線（NO.10）長寿命化修繕事業 事業種別

要 左記計画に基づく取組の交付金等名称 道路メンテナンス事業費補助

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続

内間・小橋川

（NO.10）
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 2

6 目 4

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

廃止・休止

7 8 千円 完了

７．今後の事業計画

（単位：千円）

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

対象（何、誰のために） 道路利用者及び近隣住民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

町管理の橋梁の点検及び適正な時期の維持修繕、架替を行い、安全な交通を確保する。

事業の内容
橋梁等長寿命化修繕計画に基づき、補修を行う。
延長Ｌ＝5.5m　W=6.0ｍ

国土強靱化地域計画位置付の要否

事業コード 0

事業名 与那城2号線（NO.38）長寿命化修繕事業 事業種別

要 左記計画に基づく取組の交付金等名称 道路メンテナンス事業費補助

担当課 土木課 課長名 大城　喜市郎
予
算
科
目

施政方針 道路網及び排水施設の整備 橋梁新設改良費

一般会計

担当係 土木係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力あるまちづくり 道路橋梁費

令和８年度計画

総事業費

令和５年度計画 令和６年度計画

５年毎に実施する橋梁長寿命化点検により橋梁の健全化を図る。

15,500

補助率 3 年度決算

令和７年度計画

R4年度 R4年度繰越

内
訳

事業費 0 0

測量試験費 0 0

用地費 0 0

補償費 0 0

事務費 0 0

10,500

年度計画

事　業　費 - 0 事　業　費 0 事　業　費 事　業　費

年度当初予算 年度計画 年度計画4 年度決算 次 年度繰越

8,000

県支出金 県支出金 0 県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 0 県支出金

0

財
源
内
訳

国庫支出金国庫支出金

事　業　費 0 事　業　費 5,000 事　業　費

0

地方債 地方債 0 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

0

1,800

その他 その他

900 地方債

0 県支出金

国庫支出金

財
源
内
訳

財
源
内
訳

国庫支出金

一般財源 - 0 一般財源

0 その他

4,000

財
源
内
訳

５．令和４年度事業の課題

一般財源 100 一般財源 700一般財源 0 一般財源 0 一般財源 0

その他 0 その他 0 その他 0その他

地方債 0 地方債

根拠法令等 関連計画等 橋梁等長寿命化修繕計画

３．令和 ４ 年度の実績・成果

事業期間

工事費 0 0

令和 年度　～　令和 年度

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続

与那城２号線

（NO.38）
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 4

6 目 6

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

廃止・休止

8 12 千円 完了

７．今後の事業計画

（単位：千円）

道路詳細設計を行う

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

対象（何、誰のために） 町民及び道路利用者

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

地域交通の安全性確保やマリンタウン地区へのアクセス道路として、利便性の向上。地域
振興に寄与する。

事業の内容
本路線は、国道329号与那原バイパスから町道兼久・仲伊保線を繋ぐ道路幅員14ｍ、延長791ｍの街路
整備事業である。

国土強靱化地域計画位置付の要否

事業コード 0

事業名 我謝海岸線街路整備事業 事業種別

要 左記計画に基づく取組の交付金等名称 沖縄振興公共投資交付金

担当課 土木課 課長名
予
算
科
目

施政方針 道路網及び排水施設の整備 街路事業費

一般会計

担当係 計画、土木、用地係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり 都市計画費

令和８年度計画

総事業費

令和５年度計画 令和６年度計画

都市計画道路の決定等、事業化に向けた作業を早期に行う必要がある。

830,550

補助率 3 年度決算

令和７年度計画

R4年度現年 R4年度繰越

内
訳

事業費 0 0

測量試験費 0

用地費 0 0

補償費 0 0

事務費 0 0

50,000

年度計画

事　業　費 - 0 事　業　費 0 事　業　費 事　業　費

年度当初予算 年度計画 年度計画4 年度決算 次 年度繰越

0

県支出金 県支出金 0 県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 0 県支出金

0

財
源
内
訳

国庫支出金国庫支出金

事　業　費 0 事　業　費 0 事　業　費

40,000

地方債 地方債 0 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

0

9,000

その他 その他

0 地方債

0 県支出金

国庫支出金

財
源
内
訳

財
源
内
訳

国庫支出金

一般財源 - 0 一般財源

0 その他

0

財
源
内
訳

５．令和４年度事業の課題

一般財源 0 一般財源 1,000一般財源 0 一般財源 0 一般財源 0

その他 0 その他 0 その他 0その他

地方債 0 地方債

根拠法令等 都市計画法第６０条、道路法第８条 関連計画等 国道329号与那原バイパス

３．令和 ４ 年度の実績・成果

事業期間

工事費 0 0

令和 年度　～　 年度

1. 新規 2. 継続

我謝海岸線
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 2

6 目 3

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

廃止・休止

8 13 千円 完了

７．今後の事業計画

（単位：千円）

道路詳細設計を行う

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

根拠法令等 道路法第56条 関連計画等 県道浦添西原線、小波津川河川改修計画

３．令和 ４ 年度の実績・成果

事業期間

工事費 0 0

年度

５．令和４年度事業の課題

一般財源 0 一般財源 400一般財源 0 一般財源 0 一般財源 0

その他 0 その他 0 その他 0その他

地方債 0 地方債 0 地方債

0 県支出金

国庫支出金

財
源
内
訳

財
源
内
訳

国庫支出金

一般財源 - 0 一般財源

0 その他

0

財
源
内
訳

事　業　費 0 事　業　費 0 事　業　費

16,000

地方債 地方債 0 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

0

3,600

その他 その他

0

県支出金 県支出金 0 県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金 0

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 0 県支出金

0

財
源
内
訳

国庫支出金国庫支出金

20,000

年度計画

事　業　費 - 0 事　業　費 0 事　業　費 事　業　費

年度当初予算 年度計画 年度計画4 年度決算 次 年度繰越補助率 3 年度決算

令和７年度計画

R4年度現年 R4年度繰越

内
訳

事業費 0 0

測量試験費 0 0

用地費 0 0

補償費 0 0

事務費 0 0

用地取得・面積㎡

令和８年度計画

総事業費

令和５年度計画 令和６年度計画

町道が交差する県道浦添西原線の事業進捗に合わせ、当該路線の整備も進めていく必
要があることから早期事業化に向けて関係機関との協議を進めていく。

920,000

担当課 土木課 課長名 大城　喜市郎　
予
算
科
目

施政方針 道路網及び排水施設の整備 道路新設改良費

一般会計

担当係 計画・土木・用地係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力あるまちづくり 道路橋梁費

0.00 0.00

事業コード 0

事業名 与那城小橋川線道路整備事業 事業種別

対象（何、誰のために） 道路利用者及び近隣住民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

地域交通の安全性確保や行政地区へのアクセス道路として、利便性の向上。地域振興に
寄与する。

事業の内容
本路線は、県道浦添西原線バイパスと交差し県道３８号線と町道小波津屋部線を結ぶ道路である。津花
波地区及び小橋川地区から西原町役場や中央公民館等の公共施設やさわふじマルシェへのアクセス道
路として計画している。

国土強靱化地域計画位置付の要否 要 左記計画に基づく取組の交付金等名称 沖縄振興公共投資交付金

令和 年度　～　令和

1. 新規 2. 継続1. 新規1. 新規1. 新規1. 新規1. 新規1. 新規1. 新規1. 新規1. 新規

与那城小橋川線
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 4

7 目 1

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

事業コード 405

都市計画費

施政方針 都市基盤施設の整備

５．令和４年度事業の課題

事業名 都市計画事務運営事業 事業種別 　本町域内においては、沖縄都市モノレールてだこ浦西駅の開業、東海岸側では、大型MICE施設の建設決定、国道329号西原バ
イパスの事業化など主要施設の開業及び整備が行われており、このような拠点となる主要施設の整備事業については、周辺地域
に与える影響も大きく、「新たな都市機能等の集積・維持など一体的なエリア開発」が求められている。
一体的なエリア開発地区
・国道329号西原バイパスにおける小那覇工業専用地域の移転再配置の確保【小那覇工業地開発事業】
・大型MICE施設周辺の土地利用計画【MICE受入環境整備事業】
・てだこ浦西駅及び幸地インターチェンジ周辺の土地利用計画

担当課 都市整備課 課長名 宮平　智

総事業費

都市計画総務費

対象（何、誰のために） 町全域

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

西原町の将来のまちづくりの指針（都市計画マスタープラン）等を策定し、新たな開発や建築
行為に対して、当該指針に基づき適正な誘導を図り、良好な都市環境を形成する。

事業の内容

・都市的土地利用に向けた取組・計画策定（都市計画マスタープラン、可能性調査など）
・都市施設・地域地区、地区計画等の都市計画決定・変更業務
・都市計画審議会の事務・運営（都市計画に関する諮問機関）

国土強靱化地域計画位置付の要否 否

予
算
科
目

一般会計

担当係 都市計画係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

　那覇広域都市計画区域区分の変更（県決定）における、区域区分の変更に伴う資料作成や那覇広域都
市計画（用途地域の変更・地区計画の変更）等の住民説明会等の都市計画決定手続きを行い市街化拡大
（約１４４ha）を行った。

○西原町都市計画マスタープラ
ン改定業務委託（R5-1）

○西原町都市計画マスタープラ
ン改定業務委託（R6-1）

根拠法令等 都市計画法、建築基準法 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

　
　・「新たな都市機能等の集積・維持など一体的なエリア開発」　に向け令和４年度より西原
町都市計画マスータプラン改定作業に着手（令和６年度策定予定）

・空き家等対策計画の策定を前提とせずに、国庫補助を使った調査が可能と確認が取れた
為、実態調査と所有者等の意向把握の調査を行い、今後の対策を検討する為の資料とす
る。

○嘉手苅地区用途変更等

左記計画に基づく取組の交付金等名称 -

事業期間 年度　～　 年度

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

○空き家等調査等実態調査

○公共施設地区（調地区）

○東崎商業地地区計画の変更

○MICE関連用途変更

○都市計画基礎調査 ○都市計画基礎調査

○ﾊﾟｰｿﾝﾄﾘｯﾌﾟ調査 ○ﾊﾟｰｿﾝﾄﾘｯﾌﾟ調査 ○ﾊﾟｰｿﾝﾄﾘｯﾌﾟ調査

補助率 3 年度決算 4 年度決算 年度計画 年度計画 年度計画

事　業　費 - 4,787 事　業　費 8,269

次 年度繰越 年度当初予算

事　業　費 9,624 事　業　費 3,97022,839 事　業　費 19,659

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

事　業　費 7,107 事　業　費

0 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金 0 県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

2,508 県支出金 県支出金

0

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債 地方債 0 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

7,107

2,709 その他 2,709その他 その他 2,709

地方債 地方債 地方債

一般財源 - 4,787 一般財源 8,269 一般財源

その他 2,709 その他

一般財源 1,261一般財源 17,622 一般財源 16,950 一般財源 6,915

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 5

7 目 1

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

8 千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

・町営住宅維持修繕（テレビ共聴設備、混合水栓パッキン取替修繕など）

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

3,1510 一般財源 137 一般財源 0 一般財源

その他 1,944244 その他 1,958 その他 244

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債 地方債

県支出金

0 一般財源 0 一般財源

その他その他 その他 95 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

地方債 地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

一般財源 - 374 一般財源

県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

年度当初予算

244 事　業　費 5,095

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

事　業　費 244 事　業　費 2,095 事　業　費事　業　費 - 374 事　業　費 95 事　業　費

県支出金

補助率 3 年度決算 4

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

町営住宅維持修繕費 町営住宅維持修繕費
経年劣化に伴う修繕
（玄関ドア取替修繕5世帯※
101は新規入居に伴いR5d
修繕済み）

町営住宅維持修繕費
経年劣化に伴う修繕

町営住宅維持修繕費
経年劣化に伴う修繕
（外壁塗装工事）

年度計画 年度計画 年度計画年度決算 次 年度繰越

令和５年度計画

左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 平成 年度　～　 年度 総事業費

適正な維持管理を行う。

豊かで活力のあるまちづくり 住宅費

施政方針 都市基盤施設の整備

根拠法令等 公営住宅法 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

対象（何、誰のために） 町営住宅

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

適正に維持管理する

事業の内容 上原地域にある町営住宅（6世帯）の修繕等維持管理を行う。

国土強靱化地域計画位置付の要否 否

事業コード 100 ５．令和４年度事業の課題

事業名 町営住宅管理事業 事業種別
町営住宅は、築30年近くが経過し、今後は施設の老朽化に伴う修繕への対策が必要。（平成７年竣工、平成８年度
入居開始）

担当課 都市整備課 課長名 宮平　智

住宅管理費

予
算
科
目

一般会計

担当係 建築係 土木費

まちづくり基本条例

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 4

7 目 4

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

・公園・緑地の除草作業等は年間を通して、町シルバー人材センターに業務委託

・都市公園5箇所、その他の公園・緑地3箇所で8業務の樹木（高木等）剪定、都市公園6箇所5業務のハチ等害虫駆除、

運動公園パークゴルフ場の倒木撤去

・上原高台公園浄化槽維持管理業務委託

・電気施設修繕7箇所、遊具修繕1箇所、公園施設（浄化槽、ベンチ等）修繕5箇所、月桃歌碑看板関連

・都市公園18箇所の遊具点検委託

・公園台帳整備（台帳未整備・更新箇所10箇所）の業務委託（検査繰越）

・公園愛護会1団体につき、２万円を助成（19団体）

・業務委託1件：西原町公園施設用寿命化計画変更策定業務委託（その１）（24箇所について予備調査）

・西原運動公園テニスコート人工芝の老朽化に伴い、テニスコート改修に使用可能な事業等の検討を行った。

（スポーツ振興くじ助成金、一括交付金等）

・西原西地区土地区画整理事業区域内のはんたまし公園に関する公共施設管理者負担金の事業認可を受ける。

（単位：㎡）

※外国人を含む

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

107,600 地方債

一般財源 40,476 一般財源 31,779一般財源 5,848 一般財源 20,359 一般財源 32,500

その他 その他 57,708

地方債 31,500 地方債

134,076 県支出金 15,000

地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

15,530

その他 その他 その他

24,800

その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金 2,440 県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

17,025 県支出金 50,000 県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

一般財源 - 23,510 一般財源

その他

事　業　費 114,000 事　業　費 282,152 事　業　費 71,579

年度計画

事　業　費 - 23,510 事　業　費 17,970 事　業　費 5,848 事　業　費 95,092

年度当初予算 年度計画 年度計画4 年度決算 次 年度繰越補助率 3 年度決算

令和３年度 令和４年度

住民一人当たり都市公園面積 8.8 8.7

令和６年度計画

公園施設維持修繕費
公園樹木芝等管理委託料
公園樹木剪定等委託料
浄化槽維持管理委託
公園施設定期点検委託
公園工事請負費（テニス
コート）
委託料（公園施設長寿命化
計画変更策定業務）
負担金（公共施設管理者負
担金）

令和７年度計画 令和８年度計画

公園施設維持修繕費
公園樹木芝等管理委託料
公絵樹木剪定等委託料
浄化槽維持管理委託
公園施設定期点検委託
公園工事請負費（長寿命化
計画に基づく修繕等）
負担金（公共施設管理者負
担金）

公園施設維持修繕費
公園樹木芝等管理委託料
公絵樹木剪定等委託料
浄化槽維持管理委託
公園施設定期点検委託
公園工事請負費（長寿命化
計画に基づく修繕等）
負担金（公共施設管理者負
担金）

公園施設維持修繕費
公園樹木芝等管理委託料
公絵樹木剪定等委託料
浄化槽維持管理委託
公園施設定期点検委託
公園工事請負費（長寿命化
計画に基づく修繕等）
委託料（はんたまし公園基
本設計・実施設計業務）
公園工事請負費（はんたま
し公園整備費）

根拠法令等 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

・撤去、使用禁止遊具等の年次的な整備（令和５年度変更策定予定の長寿命化計画に基づいて行う）
・初年度の令和４年度はほとんどの公園の予備調査を実施したが、実施できない箇所もあった為、そ
れを含めて２年目の業務を行う。長寿命化計画策定にあたって、施設の修繕・更新については、公園
施設長寿命化対策支援事業だけでなく、石油交付金の活用など他の事業も踏まえて検討を進める。
・スポーツ振興くじ助成金により、テニスコート人工芝の改設を行うとともに、必要な修繕等を行う。
・公共施設管理者負担金に係る協定書を交わし、西原西地区土地区画整理事業のはんたまし公園の
用地費として、適正な執行ができるよう、区画整理側と適宜調整を行いながら、補助事業申請（要望額
等の設定）を進める。また、公園整備、公園施設整備については、単独事業またはその他補助金、Ｐａｒ
ｋ－ＰＦＩの活用などを検討する必要がある。左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 令和 年度　～　令和 年度 総事業費

対象（何、誰のために） 町内公園

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

公園利用者が安全・安心で快適に利用できるように適正な維持管理を図る

事業の内容
・都市公園22箇所、その他公園10箇所、緑地6箇所の維持管理
（公園管理委託・公園遊具点検委託・公園施設修繕・樹木剪定委託・浄化槽管理委託等）

国土強靱化地域計画位置付の要否 否

予
算
科
目

一般会計

担当係 公園係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

５．令和４年度事業の課題

事業名 公園維持管理事業 事業種別 ・年度期間内の施設維持修繕等は当初予算内では対応修繕等を行えないものもあり、予備費及び補正後の施設維持修繕等の対
応となり、町民等公園利用者の妨げになった。
・安全・安心対策事業に係る国庫補助が要望通りに得られなかった為、２年にわけて長寿命化計画の変更計画策定を行う、令和５
年度が最終年度となる為、適正な事業執行が必要となる。
・西原運動公園の町民テニスコートは、既存の芝生が劣化し、利用には細心の注意が必要な状況となっており、早急な改設が必
要となっている。
・公共施設管理者負担金については、令和5年4月1日の事業認可とはならなかったが、令和5年4月11日には認可された為、今後
は時期や金額等、区画整理側と調整をしながら進める必要がある。

担当課 都市整備課 課長名 宮平　智

公園費

事業コード 409

都市計画費

施政方針 都市基盤施設の整備

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 4

7 目 5

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

元 11 千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

・街づくり区画整理協会、沖縄県市街地整備研究会への負担金

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

事業コード 413

都市計画費

施政方針 都市基盤施設の整備

５．令和４年度事業の課題

事業名 区画整理事務運営事業 事業種別

・特になし

担当課 都市整備課 課長等名 小波津　敬

土地区画整理事業費

対象（何、誰のために） 上原棚原地区、西原西地区

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

住宅地の供給及び本町の商業施設のサブ核形成と活力ある賑わいのまちづくりを図る。

事業の内容 土地区画整理事業の事務経費及び関係団体への負担金の支出。

国土強靱化地域計画位置付の要否 要

予
算
科
目

一般会計

担当係 区画整理係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

令和８年度計画

街づくり区画整理協会、沖
縄県市街地整備研究会へ
の負担金

街づくり区画整理協会、沖
縄県市街地整備研究会へ
の負担金

街づくり区画整理協会、沖
縄県市街地整備研究会へ
の負担金

街づくり区画整理協会、沖
縄県市街地整備研究会へ
の負担金

根拠法令等 土地区画整理法 関連計画等 西原町都市基本計画

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

・土地区画整理事業の調査研究を継続する。

左記計画に基づく取組の交付金等名称 ４．(7)、4

事業期間 令和 年度　～　令和 年度 総事業費 1,144

年度決算 4 年度決算

令和６年度計画 令和７年度計画

年度計画 年度計画

事　業　費 - 104 事　業　費 104 事　業　費

次 年度繰越 年度当初予算 年度計画

104 事　業　費 104104 事　業　費 104 事　業　費

補助率 3

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

事　業　費

県支出金

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

104 一般財源 0 一般財源

その他 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債 地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

県支出金 県支出金

一般財源 - 104 一般財源

県支出金

地方債

その他

財
源
内
訳

104104 一般財源 104 一般財源 104 一般財源

その他その他 その他

地方債

県支出金

国庫支出金

地方債

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 4

7 目 5

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

事業コード 414 ５．令和４年度事業の課題

事業名 区画整理特会繰出事業 事業種別

・大型商業施設移転後の旧店舗跡地の造成調整。

担当課 都市整理課 課長等名 小波津　敬

土地区画整理事業費

予
算
科
目

一般会計

担当係 区画整理係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり 都市計画費

施政方針 都市基盤施設の整備

根拠法令等 土地区画整理法 関連計画等 西原町都市基本計画、モノレール関連事業

３．令和 ４ 年度の実績・成果

対象（何、誰のために） 上原棚原地区、西原西地区

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

住宅地の供給及び本町の商業施設のサブ核形成と活力ある賑わいのまちづくりを図る

事業の内容 土地区画整理事業特別会計へ町負担分を支出する

国土強靱化地域計画位置付の要否 要

令和５年度計画

左記計画に基づく取組の交付金等名称 ４．(7)、7．8

事業期間 年度　～　 年度 総事業費

　西原西地区周辺で行われている幸地インター線・モノレール関連の県事業等と地区内の
浦添西原線、翁長徳佐田線及び翁長上原線等他路線も含めて整備時期の整合を図り、並
行して沖縄電力の鉄塔の移設にも取り組んでいく。
　又、上・下水道他関係部署と連携し、早期にインフラを整備することにより、造成後の宅地
の使用収益開始を早める。

補助率 3 年度決算 4

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

・土地区画整理事業特別会計に対し、補助事業にかかる町負担分、単独事業費に係る費用の繰出を行っ
た。

・補助事業費裏負担、単独
事業費用の繰出。

・補助事業費裏負担、単独
事業費用の繰出。

・補助事業費裏負担、単独
事業費用の繰出。

・補助事業費裏負担、単独
事業費用の繰出。

年度計画 年度計画 年度計画年度決算 次 年度繰越

事　業　費 125,226

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

18,816 事　業　費 93,629 事　業　費 137,726 事　業　費事　業　費 - 134,514 事　業　費 137,643 事　業　費

県支出金

16,600 地方債 36,000 地方債

年度当初予算

36,000

125,782

地方債 36,000

県支出金

地方債 46,200 地方債 44,600 地方債 12,200 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

一般財源 - 88,314 一般財源 93,043 一般財源 6,616 一般財源

その他その他 その他 その他

財
源
内
訳

県支出金

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

89,22677,029 一般財源 101,726 一般財源 89,782 一般財源

その他その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 5

款 1

7 条 項 1

7 目

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

63 4 千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

・換地処分公告日：Ｈ28.11.4

・清算業務Ｈ29.11〜R４（予定）

・交付清算金総額：9,105,118円

執行率99%（R4年度末時点）

・徴収清算金総額：9,217,331円

執行率100%（R4年度時点）

※徴収金分割納付Ｒ5.3.31まで

※相続に伴う承継者未確定あり

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6

事業コード 149

上原棚原土地区画整理事業費

施政方針 都市基盤施設の整備

５．令和４年度事業の課題

事業名 上原棚原土地区画整理事業（管理費） 事業種別

・交付清算金の未請求者あり。（相続に伴う清算金等債権の相続届未提出）

担当課 都市整備課 課長等名 小波津　敬

対象（何、誰のために） 上原、棚原地域

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

住宅地の供給及び道路、公園等の公共施設の整備を行い、活力ある賑わいのまつづくりを
図る。

事業の内容
上原及び棚原の一部を事業区域として道路や公園等の公共施設を整備改善し、健康で活力ある「文教のま
ち西原」にふさわしい住宅地の整備を行う。地区面積40.4ha

国土強靱化地域計画位置付の要否 否

予
算
科
目

土地区画整理事業特別会計

担当係 区画整理係 土地区画整理事業費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

根拠法令等 土地区画整理法 関連計画等 西原町都市基本計画

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

令和４年度内で清算金の徴収は完了、交付については地方自治法第236条に基づ
き行使しない期間が５年間に到達したので時効消滅。
令和４年度末で事業完了として沖縄県へ報告済み。

左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 昭和 年度　～　令和 年度 総事業費 7,485,162

補助率 3 年度決算 4 年度計画 年度計画 年度計画年度決算 次 年度繰越 年度予算

事　業　費

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金 3,542

事　業　費 2 事　業　費 事　業　費事　業　費 - 8,701 事　業　費 5,714 事　業　費

県支出金

国庫支出金

県支出金 県支出金

地方債 地方債

県支出金 財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

地方債

県支出金

地方債 地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

一般財源 - 8,483 一般財源 50 一般財源 0 一般財源

その他その他 218 その他 2,122 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

01 一般財源 0 一般財源 0 一般財源

その他1 その他 その他

1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 5

款 1

7 条 項 2

7 目

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

18 8 千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

　　補助事業

・ 工事･･･R4( 9件)

　    R3繰( 1件)

・ 補償･･･R4( 9件） 

   R3繰( 7件)

・ 委託･･･R4( 2件）  

・事業計画変更業務委託

・事業進捗率　59％ ・事業進捗率　64％ ・事業進捗率　70％ ・事業進捗率　75％

補助事業費：185,000千円 補助事業費：400,000千円 補助事業費：400,000千円 補助事業費：400,000千円

公管金（公園）：12,448千円 公管金（公園）：70,000千円 公管金（公園）：238,152千円

県負担金：10,378千円 公管金（道路）：65,400千円 保留地処分金：100,000千円 保留地処分金：150,000千円

県負担金：10,378千円 県負担金：10,378千円

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

125,17893,579 一般財源 137,678 一般財源 125,734 一般財源6,616 一般財源

220,616 財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 370,392 県支出金 370,392財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 176,892

その他 28,710 その他 12,095 その他

財
源
内
訳

- 76,177 一般財源 132,093 一般財源

国庫支出金

地方債

県支出金 360,014

地方債 46,200 地方債 地方債 12,200 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 9/10 469,099 県支出金 348,204

その他 150,044

一般財源

県支出金

地方債 地方債

その他 135,444 その他その他 12,492 338,196

年度予算

834,322 事　業　費 635,236

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

239,432 事　業　費 282,963 事　業　費 643,514 事　業　費事　業　費 - 620,186 事　業　費 492,392 事　業　費

補助率 3 年度決算 4

令和６年度計画

　R4年度末進捗率：57%（総事業費ﾍﾞｰｽ）

13,258,400

・西原西地区周辺で行われている幸地インター線・モノレール関連の県事業等と地区内の浦
添西原線、翁長徳佐田線及び翁長上原線等他路線も含めて整備時期の整合を図り、平行
して沖縄電力の鉄塔の移設にも取り組んでいく。
又、上・下水道他関係部署と連携し、早期にインフラを整備することにより、造成後の宅地の
使用収益開始を早め、地権者の土地利用促進を図る。
・事業の早期完了を実現する為、現補助事業に加えて事業費が拡大できる別メニューの補
助制度がないか検討する。

令和８年度計画

・物件移転補償及び工事を
行う
整備（道路、整地）計画

・物件移転補償及び工事を
行う
整備（道路、整地）計画

・物件移転補償及び工事を
行う
整備（道路、整地）計画

・物件移転補償及び工事を
行う
整備（道路、整地）計画

年度計画 年度計画 年度計画年度決算 次 年度繰越

令和５年度計画 令和７年度計画

豊かで活力のあるまちづくり 西原西地区土地区画整理事業費

施政方針 都市基盤施設の整備

根拠法令等 土地区画整理法 関連計画等 西原町都市基本計画、モノレール関連事業

３．令和 ４ 年度の実績・成果

対象（何、誰のために） 棚原、徳佐田、翁長地域

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

住宅地の供給及び本町の商業施設のサブ核形成と活力ある賑わいのまちづくりを図る。

事業の内容
棚原、徳佐田、翁長の一部を事業区域とし、道路や公園等の公共施設を整備改善を図り、また本町のサブ核
の商業区域と位置づけ、活力ある商店街及び良好な住宅環境の整備改善を行う。
 （地区面積23.7ha、計画人口1,700人）

国土強靱化地域計画位置付の要否 要 左記計画に基づく取組の交付金等名称 ４．(7)．8　沖縄振興公共投資交付金

事業期間 平成 年度　～　令和 年度 総事業費

事業コード 443・444 ５．令和４年度事業の課題

事業名 西原西地区土地区画整理事業 事業種別

・大型商業施設移転補償に係る移転計画

担当課 都市整備課 課長等名 小波津　敬
予
算
科
目

土地区画整理事業特別会計

担当係 区画整理係 土地区画整理事業費

まちづくり基本条例

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 4

7 目 4

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

26 千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

・公園・緑地の樹木芝等の除草を行いう環境整備業務を町シルバー人材センターへ業務委託

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

事業コード 659

都市計画費

施政方針 都市基盤施設の整備

５．令和４年度事業の課題

事業名 観光地美化・緑化等環境整備事業 事業種別
亜熱帯地域の本県では、1年を通して雑草木の繁茂が著しく、沖縄らしい景観を保持するために環境整備を継続的に
行う必要がある。

担当課 都市整備課 課長名 宮平　智

左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 平成 年度　～　令和 年度 総事業費

公園費

対象（何、誰のために） 町民・観光客

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

観光客へ沖縄らしい風景・景観を与え、公園利用者が安全で快適に利用できるように環境を
整える

事業の内容
沖縄県は国内唯一の高温多湿の亜熱帯気候という条件から、季節を問わず年中雑草等が繁茂し、植物の育
成が早いという特徴がある。観光振興の観点から沖縄らしい風景・景観等を保全するため、観光地形成促進
地域内の公園樹木の環境整備を行う。

国土強靱化地域計画位置付の要否

予
算
科
目

一般会計

担当係 公園係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力あるまちづくり

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

観光地美化・緑化等環境整
備管理業務委託

観光地美化・緑化等環境整
備管理業務委託

観光地美化・緑化等環境整
備管理業務委託

観光地美化・緑化等環境整
備管理業務委託

根拠法令等 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

今後も沖縄らしい風景・景観の維持を図っていく。一括交付金が継続しない場合について、
どのように景観を維持するか検討する必要がある。

指標 H30 R1 R2 R3
魅力的な観光地として
の景観形成を図られた
か（80％以上）を含め、
アンケートにより、本事
業のあり方について検
証（H30より実施）

79.70% 77.3% 81.7% 100.0%

補助率 3 年度決算 4 年度計画 年度計画 年度計画年度決算 次 年度繰越 年度当初予算

20,000 事　業　費 20,000

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

事　業　費 20,000 事　業　費 20,000 事　業　費事　業　費 - 15,620 事　業　費 19,800 事　業　費

県支出金

国庫支出金

県支出金 16,000 県支出金 16,000

地方債 地方債

県支出金 16,000 財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

地方債

県支出金 16,000

地方債 地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 12,496 県支出金 15,840

一般財源 - 3,124 一般財源 3,960 一般財源 0 一般財源

その他その他 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

4,0004,000 一般財源 4,000 一般財源 4,000 一般財源

その他その他 その他

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 4

7 目 1

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

8 千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

○位置図

　

 ○予算

 ○業務名

 ○業務内容（全体調査）

　・現況調査

　・関係者意向確認調査

　・整備課題の設定・整理

　・基本構想の検討

　・実現化方策の検討

　・概略事業計画案の作成

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

５．令和４年度事業の課題

国土強靱化地域計画位置付の要否 否 左記計画に基づく取組の交付金等名称 -

○MICE受入環境整備可能性基礎調査(30,000千円)
・地権者意向確認
・土地区画整理組合 準備会設立

事業の内容

0 一般財源 0 一般財源 0 一般財源一般財源 - 0 一般財源 0 0 一般財源 20,000

地方債

その他 その他 その他

地方債地方債 地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

事　業　費

県支出金

地方債

県支出金 県支出金 県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

事　業　費 30,000

その他 その他 その他 その他

年度当初予算

0 事　業　費 事　業　費

県支出金

事　業　費 - 事　業　費 事　業　費

10,000

財
源
内
訳

国庫支出金

一般財源

財
源
内
訳

国庫支出金

補助率 3 年度決算 4 年度計画 年度予算

　・MICE受入環境整備可能性
基礎調査業務委託

年度計画年度決算 次 年度繰越

令和７年度計画 令和８年度計画

都市計画法・土地区画整理法 関連計画等 沖縄21世紀ﾋﾞｼﾞｮﾝ、東海岸ｻﾝﾗｲｽﾞﾍﾞﾙﾄ構想、沖縄県マリンタウンMICEエリア基本計画

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画 令和６年度計画

・業務・商業・観光・宿泊施設・レジャー・交流・住居など国際性を高める多様な都市機能が
集積する複合市街地の形成を図るため、令和８年度より、可能性基礎調査業務を行う。

事業期間 令和 年度　～　令和 年度 総事業費 30,000

根拠法令等

・単独予算

対象（何、誰のために） 大型MICE施設建設に伴う周辺エリア（マリンタウン地区の背後地）の受入環境整備

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

東海岸サンライズベルト構想の実現に向けて、国際交流拠点にふさわしい魅力あるエリアの形成を目
指し、大型MICE 施設を核として、グローバル化に対応した業務・商業・観光・宿泊施設・レジャー・交
流・住居など国際性を高める多様な都市機能が集積する複合市街地の形成を図る。

一般会計

担当係 都市計画係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり 都市計画費

・沖縄県において、令和4年8月に沖縄県ﾏﾘﾝﾀｳﾝMICEｴﾘｱ形成事業基本計画を策定した。
・今後は、令和5年度条例制定、令和6年度事業者公募、入札　落札者の選定　契約等　設計・工事　供用のスケ
ジュールとなっている。
・落札者の選定・契約のタイミングで本町の取組を行う予定である。

担当課 都市整備課 課長名 宮平 智
予
算
科
目

施政方針 都市基盤施設の整備 都市計画総務費

事業コード 747

事業名 MICE受入環境整備事業 事業種別 1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続

調査地区

A=43ha
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 4

7 目 1

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

6 千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

○位置図
・  ○予算

 ○業務名  ○組合準備会設立支援業務

　・発起人候補者説明、立上げ

　・説明・勉強会

 ○業務内容（全体調査） 　・仮同意取得・対応簿作成

　・現況調査 　・組合準備会設立準備

　・関係者意向確認調査 　・組合準備会結成支援

　・整備課題の設定・整理

　・基本構想の検討

　・実現化方策の検討

　・概略事業計画案の作成

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

事業コード 0

事業名 小那覇工業地開発事業 事業種別
・国道329 号西原バイパス事業に伴う既存工場等（事業所）及び町内に点在する工業施設等の集約や新たな需要に
対応するため工業用地の確保

担当課 都市整備課 課長名 宮平 智
予
算
科
目

施政方針 都市基盤施設の整備 都市計画総務費

対象（何、誰のために） 国道329 号西原バイパス事業に伴う既存工場等（事業所）及び町内事業所

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

国道329 号西原バイパス事業に伴う既存工場等の移転・再配置の確保及び住工分離の促進

一般会計

担当係 都市計画係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり 都市計画費

令和７年度計画 令和８年度計画

都市計画法・土地区画整理法 関連計画等 沖縄21世紀ﾋﾞｼﾞｮﾝ、東海岸ｻﾝﾗｲｽﾞﾍﾞﾙﾄ、国道329号西原ﾊﾞｲﾊﾟｽ

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画 令和６年度計画

国道329 号西原バイパス事業に伴う既存工場等の移転・再配置の確保及び住工分離のた
め、令和6年度より、可能性調査業務を行う。

事業期間 令和 年度　～　令和 年度 総事業費 20,000

根拠法令等

・単独予算

補助率 3 年度決算 4 年度計画 年度予算

　・小那覇工業地開発可能性調
査業務委託

令和3年度～令和5年
度にかけて沖縄県土地
開発公社が可能性調
査を行っている。

年度計画年度決算 次 年度繰越 年度当初予算

0 事　業　費 20,000 事　業　費

県支出金

事　業　費 - 事　業　費 事　業　費

6,600

財
源
内
訳

国庫支出金

一般財源

財
源
内
訳

国庫支出金

事　業　費

その他 その他 その他 その他

事　業　費

県支出金

地方債

県支出金 県支出金 県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

地方債 地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

その他 その他 その他

地方債

0 一般財源 0

地方債

５．令和４年度事業の課題

国土強靱化地域計画位置付の要否 否 左記計画に基づく取組の交付金等名称 -

○可能性基礎調査(20,000千円)
　・地権者意向確認
　・土地区画整理事業組合 準備会設立事業の内容

0 一般財源 0 一般財源 13,400 一般財源一般財源 - 0 一般財源 0

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続

A=19.6ha

調査地区

A=19.6ha
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１．事業名等

会計 1

款 8

7 条 項 4

7 目 4

２．事業の目的・内容 ６．評価及び今後の方向性（課題や改善できる点、今後の見通しについて）

事業の評価 今後の方向性

現状維持

見直して継続

拡大

縮小

事業統合

手段見直し

5 9 千円 廃止・休止

完了

７．今後の事業計画

・西原運動公園の停電が起き、電源（高圧、低圧）や水銀灯の製造終了などの課題を把握した。

　その結果、停電したパークゴルフ場は喫緊の対応が必要となり、町単独事業での低圧化、ＬＥＤ化を行う

　こととなった。それとともに、その他の公園についてもＬＥＤ化を行う方向で検討することとなった。

４．事業費 （単位：千円） （単位：千円）

5 6 7 8

事業コード 0

都市計画費

施政方針 都市基盤施設の整備

５．令和４年度事業の課題

事業名 西原町公園照明ＬＥＤ化事業 事業種別

本町の公園の既存照明は水銀灯が多く、施設維持経費や水銀灯の製造終了といった課題を抱えているため、電力
消費量の少ないＬＥＤ化を行うことによって、施設の省エネ化及び脱炭素社会の実現に向けて取り組む必要がある。

担当課 都市整備課 課長名 宮平　智

公園費

対象（何、誰のために） 公園利用者等

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

本町の公園の既存照明のＬＥＤ化を行うことにより、二酸化炭素排出量（消費電力）を削減
し、低炭素社会の実現を目指す事業。

事業の内容
・本町の公園内の既存照明の調査設計を行い、ＬＥＤ化に必要な設計及び二酸化炭素排出量の削減量を把
握する。当該調査設計に基づき、順次ＬＥＤに切り替える工事を行う。

国土強靱化地域計画位置付の要否 否

予
算
科
目

一般会計

担当係 公園係 土木費

まちづくり基本条例 豊かで活力のあるまちづくり

令和６年度計画 令和７年度計画 令和８年度計画

調査設計業務委託
（公園24箇所の照明ＬＥＤ化
のため）

西原運動公園陸上競技場
等照明取替（ＬＥＤ化）工事

西原運動公園体育館等照
明取替（ＬＥＤ化）工事

東崎都市緑地／東崎公園
照明取替（ＬＥＤ化）工事

根拠法令等 都市公園法、沖縄振興特別措置法 関連計画等

３．令和 ４ 年度の実績・成果

令和５年度計画

調査・設計を行い、二酸化炭素排出量の抑制効果を算出するとともに、順次ＬＥＤ化の工事
を行う。

左記計画に基づく取組の交付金等名称

事業期間 令和 年度　～　令和 年度 総事業費 200,244

補助率 3 年度決算 4 年度計画 年度計画 年度計画年度決算 次 年度繰越 年度予算

49,217 事　業　費 28,562

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

事　業　費 7,744 事　業　費 98,766 事　業　費事　業　費 - 1,700 事　業　費 0 事　業　費

県支出金

国庫支出金

県支出金 79,012 県支出金 39,373

地方債 19,700 地方債 9,800

県支出金 6,195 財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

地方債 5,700

県支出金 22,849

地方債 地方債 地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 県支出金

一般財源 - 1,700 一般財源 0 一般財源 0 一般財源

その他その他 その他 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

131,549 一般財源 54 一般財源 44 一般財源

その他その他 その他

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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